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は じ め に

平成11年度は、I S O 1 4 0 0 1を通じた環境自治体づくりについて共同研究を実施してとりまとめを

行い、12年度及び13年度は、ＩＳＯ（国際規格）についての有意性を認識したうえで、ＩＳＯの認証

取得を行わず環境自治体づくりを構築する手法について研究を行った。

この研究テーマを設定するにあたっては、先に行った共同研究「今が“旬”環境自治体づくり」で

の自治体におけるＩＳＯの認証取得を行うことに関するメリット・デメリットについて、一番目に認

証取得に要する費用負担をあげている点があったため、費用負担を伴わず環境自治体を構築する手法

について研究を進めるという意義でテーマ設定を行ったものである。

それでは、なぜ環境自治体づくりに取り組む必要があるのかという点についてであるが、海外では

既に日本が公害を克服した国として評価を受けていることを念頭に置くことが前提となるが、日本に

おける公害克服の歴史を避けて通るわけには行かない。国内における環境政策の変遷は四日市ぜんそ

く、水俣水銀中毒、神通川イタイイタイ病の例のように、高度経済成長のひずみに伴い各地において

大気質、水質の環境質が著しく阻害され多数の健康被害を引き起こした苦い歴史がある。これらは現

在、社会的に和解等で一定の解決を図っている。

現在の環境問題は、自動車排ガスやごみ問題に代表されるように、被害者が加害者であるような、

複雑な構造となってきている。このことは自動車を利用する利便性を国民自らが享受している傍ら、

沿道に住む住民が自動車排ガスの被害を被る例であり、またごみを発生するのは住民自らの生活に伴

うものであり、また事業活動に伴う廃棄物の発生がある。これらの発生したごみを焼却処理すること

に伴うダイオキシン類による汚染、また埋め立て処分することによる地下水汚染などを生じている。

このことは、過去の地域的な公害問題から広域的な環境問題への空間的な広がりを示しているもので

ある。

加えて、今日的あるいは将来的な課題となっている温室効果ガスの発生による地球温暖化、酸性雨

による国境を越えた汚染、熱帯雨林の減少、海洋汚染等々が地球環境問題として国際的な関心を集め、

1992年には地球環境サミットがブラジルの首都リオデジャネイロで開催され、持続発展可能な社会の

構築を目指して国際合意がなされたものである。

この広域研究活動の発表を行う2002年には地球環境サミット（「本年９月に、南アフリカのヨハネス

ブルグで開催される持続可能な開発に関する世界首脳国会議（ヨハネスブルグ・サミット）」）が開催

され、各国における持続発展可能な社会の構築に関する取組みが再び議論されるものである。

それでは、どのような概念をもって環境質を持続的に保持していくのかということについて将来を

見据えた共通認識が必要となってくる。このためには、これまで述べたように、国民一人一人が現在

の環境がどのようになっているのか、またこれからの世代がどのような環境質のもとで生活していく

かということについての共通認識が必要であり、このためには自治体や国が環境情報を積極的に公開

することにより環境情報を共有する必要がある。また、現在化石燃料により支えられている社会生活
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を根本的に見直す生活様式を構築する必要が求められている。このための一つの手法として環境目標

を設定し、国民一人一人が行動をすることが重要な課題である。

具体的な手法として、現在テーマとして取り上げているI S O 1 4 0 0 1の認証取得についても有効な

手段であり、地域における環境基本計画による取組みも有効な手段である。これらの手法が目的とし

ているのは現在の環境質をこれ以上悪化させることなく次世代に引き継いでいくという考え方である。

冒頭に述べたように、手法についての選択に関しては様々な阻害要因があるが目的・目標を見失わず

に自治体自ら取り組めることから行動を起こしていくことが今後われわれに科された使命と考える。
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「環境自治体づくりワークショップ」報告

本ワークショップは、マッセＯＳＡＫＡ広域研究活動グループ「環境自治体づくりネットワーク」と

環境自治体づくりを推進するための自治体の全国的なネットワーク組織である「環境自治体会議 環境

政策研究所」の共催で、環境基本計画やＩＳＯの実態を参考としつつ、総合的な環境マネジメントの

仕組みのあり方について意見交換を行うことを目的として開催しました。

開 催 日 時：　2001年９月19日d 13：30～17：00

開 催 会 場：　マッセＯＳＡＫＡ

基調報告者：　中口　毅博（環境自治体会議環境政策研究所長）

話題提供者：　山中　博樹（吹田市環境室地球環境課参事）

川崎　健次（豊中市環境企画課課長補佐）

児林　宏之（大阪府環境農林水産部環境管理課総括主査）

司　　会　：　森田　　猛（財団法人堺都市政策研究所主任研究員）

環境自治体会議というのは、そもそもＮＧＯが中心になってスタートして、首長と一緒に作って、

事務局を今でもＮＧＯがやっている団体であります。

もう１つ、全国温暖化防止活動推進センターという環境庁が指定した温暖化にかかわる指定法人が

あり、この責任者を私がしております。自治体の温暖化政策がなかなか市町村レベルで進まない、あ

るいは都道府県レベルでもなかなか思うように進まない、そういうことと環境基本計画や環境管理計

画と何か接点があるのかないのかを皆さんと一緒に勉強させていただきたいと思ってまいりました。

実際、今、私たち市民レベルで環境問題に取り組もうとすると、もう個々の課題は確実に見えてい

るわけです。ですが、それに対応する自治体の政策というのは、残念ながらまだ非常に遅れています。

例えば、エネルギー政策について自治体は何か持っているのか、交通政策について何か自治体は持っ

ているのか、あるいは資源循環政策についてポジティブな政策を持っているのか。そういうことを一

つ一つ考えますと、従来型の環境管理とか環境基本計画というものを、もう一歩どうやって進めるか

ということがかなり焦点になると思います。ですから、今日皆さんと一緒に勉強させていただいて、

次のステップが見えれば大変ありがたいと思っております。
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環境自治体会議には自治体が今65くらい入っていまして、まだまだ会員数からいいますと少ない組

織です。その中の調査研究部門として一昨年に環境政策研究所を立ち上げ、昨年ＮＰＯ法人格を取り

ました。私はそこの責任者をやっております。前々から、環境基本政策、あるいはＩＳＯの研究を環

境政策研究所の組織を中心に行っていました。

私も、環境自治体会議にお世話になる以前から全国のいろいろな自治体の環境基本政策の策定のお

手伝いや、いろいろなところに取材に行ってさまざまな問題点を感じてまいりました。ただ、それは

結構スポット的なもので、本当にこういう問題点を全国的にどこの自治体も抱えているのかどうかは

はっきりとわからなかったのですが、幸いにも昨年全国調査をやる機会に恵まれまして、環境基本計

画に関する問題点というのは、おおよそどこの自治体にも当てはまるというのを実感したしだいです。

実は今年、今度ＩＳＯを取ったところに対して調査をかけているところで、ＩＳＯを取った後に環

境政策が一歩でも二歩でも進んだのか、ＩＳＯを取ったことによって環境自治体に近づいているのか

どうか調査を進めているところです。

今日はまず、基調報告としまして、環境基本計画の全国的な進捗管理の状況について少しお話をさ

せていただきたいと思います。

これからご紹介する調査は、昨年の４月から10月にかけて実施しました。調査対象は、2000年３月

までに環境基本計画等を策定した自治体です。「等」となっているのは名称がさまざまだったからです。

あとでお話ししていただきます大阪府の場合には「環境総合計画」と言っております。要するに、総

合的な環境計画です。この時点で、すべての都道府県政令市と229の市区町村が総合的な環境計画の策

定をすでに終えておりましたので、それを対象としました。

実は今年の３月までに、環境省の調査では、75ぐらい増えているということですので、現在策定を

している市区町村は229に75を足した大体300を超えた数ということです。都道府県政令市まで入れる

と360くらいということです。郵送配布・郵送回収で行いました。回収数が、都道府県政令市が全部の

69、市区町村が209ということで回収率が90％です。

大阪府内では堺市、岸和田市、豊中市、箕面市、吹田市、茨木市、八尾市、摂津市、東大阪市が調

査の対象になりました。

まず、この調査では「計画の策定時にどういうことに配慮されましたか」ということを聞きました。

その中で、特に定量的に目標を示したかどうか、あるいは環境の将来像を戦略的かつ総合的に表現し

たかどうか等についてお聞きしました。あと、目標達成状況や施策の実施状況について計画策定後の

運用段階に入ってから把握をしているかについて細かく聞いています。それから、関係者とのコミュ
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ニケーション、つまり計画の推進のためにはもちろん行政が市民や事業者の方と一体になっていくと

いうことがどこの計画にも書かれていますが、実際コミュニケーションがどれくらい進んでいるか、

あるいは推進体制の整備がどれくらい進んでいるかをお聞きしました。それから、目標等の評価や見

直しは実施されているのかをお聞きしました。

都道府県政令市と市区町村とも別々に集計しておりますので、市区町村の結果に基づいてご説明を

させていただきます。

現在の計画の状況ですが、239のうち、全体で167の自治体が現在運用段階であると答えています。

大体９割が現在運用しているということですが、１割くらいのところは計画がすでに休止状態になっ

ているようです。

「目標が定量的に示されているかどうか」、つまり「計画を作るときに数量的な目標を入れることを

心がけましたか」という質問に関しては、８割の自治体で「それについて配慮しました」と答えてお

ります。最近、策定された計画ほど数量的な目標を入れることに配慮する傾向になっています。やは

り、実効性の担保ということが最近の計画ほど認識されるようになりました。

ところが、実際に計画を作ったあとに「数値目標が達成できているかどうかをどれくらい把握して

いるか」を調べてみると、大体平均で8.3個の数値目標を設定されているのですが、把握すらしていな

い数値目標が全体の４割を占めているという状況です。残りの６割の中で１割ぐらいは、そもそも前

に把握するような性格のものではないという数値目標ですが、大体半分の５割くらいが把握されてい

るわけで、その中で実際に目標を達成しているのは３割ぐらいという結果になっています。

人口規模別にみますと、やはり人口規模の小さい自治体ほど数値目標の設定数そのものが少ないと

いう傾向になっていますし、３万～10万規模ですと把握をしていない数値目標の項目数が非常に多く

なっているということで、人口規模の小さい自治体ほど目標の達成状況の把握がおろそかになってい

るという傾向がありました。

次に「将来像が戦略的・総合的に表現されているか」ということで、全体の７割くらいの自治体が

そのようなことを表現していました。特に2000年作成の自治体では８割弱となっていまして、一般的

な傾向としては、作成年度が新しいほど将来像を総合的・戦略的に表現している傾向が出ています。

では、「望ましい環境像の達成状況を把握していますか」ということになると、全体で２割くらいの

ところしか把握をしていない傾向です。把握をしていると答えた自治体数ですが、34となっています。

その次が「これから把握をする予定です」と答えたところです。これが32ですから両方合わせると大

体４割になるのですが、望ましい環境像とか大目標レベルの目標の達成状況はおろそかになっていま

す。

それに比べて、「施策レベルの目標の達成状況を把握しているか」という質問の答えを比較のために

出してきたわけですが、これだと全体で４割くらい、特に2000年の実態では、６割くらいが施策レベ

ルの目標の達成状況に関しては把握をしています。しかし、その上位レベルの望ましい環境像レベル

では把握をしていません。これはそもそも、「望ましい環境像の達成状況とはどのように測ればいいの
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か」ということで、その測るということ自体がよくわからない自治体が多いということだと思います。

ですからこの状況ですと、例えば施策レベルでリサイクル率が高まって目標が達成できたとしても、

循環型社会づくりを市民の方がイメージしたときに、それには向かっているように思えないという実

感をもつ市民の方がたくさんいるわけです。けれども、実際の施策レベルの目標は達成しているとす

れば、それが改良していくということになるので、施策レベルの目標の達成状況だけを把握するだけ

では本来は不十分であろうという気がします。

それで、「目標と手段の関係が計画の中で表現されていますか」という質問に対しては、５割強の自

治体で表現に配慮をしていると答えています。それから、「施策の優先順位や重要度が明確になってい

ますか」という質問については、先程の目標と施策との関係を表すことに比べると少なくなって、３

割程度になっています。

ですから、当然計画の中では、目標に対してこういう施策が結びつくという施策体系図を作ります

から、それは表されているわけですが、その並べた施策の中で、どれをやったらその目標の達成に近

づくのか、どれが一番重要な施策なのかということに関しては、必ずしも明らかになっていないとい

うことです。

そのことは次の質問によっても裏付けられます。「目標達成に必要な施策事業の試算やシミュレーシ

ョンを行ったかどうか」ということに関しては、１割くらいのところしか行っていないということで

す。例えば、地球温暖化防止のために二酸化炭素の排出量を90年レベルから６％削減するという目標

を立てたとしても、それではその６％をどういった施策で実現するのかという積上計算が行われてい

ないというケースです。これが、他の分野・テーマについてもみんなそういうことが言えるような傾

向です。

数値目標が達成できなかったと答えた自治体に対して、「それでは達成できなかったり、困難だった

理由は何ですか」とお聞きしますと「目標数値が高すぎた・甘かった」というものが多いのと同時に、

「有効な手段や優先順位がはっきりしないまま目標を設定してしまった」と答えた自治体が多くなって

きています。要するに、目標を立てて、関連する施策は計画の中で表してみても、何をどのくらいや

ればいいのかというところまできっちり押さえなかったために数値目標の達成が困難になったという

ことです。

次に、「他の部門の計画や事業との整合性のチェックが客観的具体的になされているかどうか」とい

うことをお聞きしました。総合計画との整合性、あるいは総合計画の環境面からのチェックという面

ですが、これに関しては「総合計画に環境計画の考え方を十分反映させた」と答えたところが７割く

らいに達しています。他の部門のマスタープランになりますと、これが大体55％で、それから「他の

部門の施策事業の選定に関して、環境基本計画の考え方が反映されたかどうか」に関しては４割くら

いです。「他の部門の計画の評価見直しの際に環境基本計画が活用されたかどうか」に対しては３割く

らいで、だんだんと減ってきています。

やはり総合計画は、当然環境基本計画の上位計画であり、並列的な関係に位置付けている自治体も
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あるわけで、そういう関係にありますから、当然整合が図られるだろうと思います。

ところが、例えば「環境面から人口や土地利用を見たときの適正規模はどれくらいだろうか」ある

いは「総合計画に載っているいくつかの将来的な開発計画を実施したときに環境面の指標はどうなる

のだろうか」、例えば「ゴミの排出量やエネルギーの消費量、二酸化炭素の発生量などの試算を行った

か」という質問に関しては、１割も満たないところしか行っていないということです。

多くの場合、総合計画では人口フレームや生産額、従業者数、土地利用の市街化面積等の１割増の

右肩上がりの成長を前提としています。総合計画の整合性を図っているといいつつ、本当に図るので

あれば、総合計画の中で設定されている人口や産業のフレームをもし実現すると、環境基本計画の中

で掲げているCO２の排出量の１割削減やゴミの排出量半減などという環境面の目標が達成できるのか

というチェックが必要ですが、必ずしもされていません。ですので、相矛盾するような計画目標を挙

げられているケースが大半であると予想されるにもかかわらず、ここでは整合性が図られているとい

う答えが７割であるというところが問題だろうと思います。

次に、目標の達成状況や施策の実施状況の把握についてですが、傾向としては、庁内でとれるデー

タについては比較的把握されています。要するに、庁内施策の実施状況などについては、他の部署に、

事業名とその実施状況や予算などの欄を設けた共通のフォーマットを回し、回収して集計をすること

ができますので、これはわりとされています。

計画には「市民の環境問題の関心を高めて環境配慮行動を高める」とか「事業者の方の行動を推進

する」ということが必ずどこの自治体にも書いてあるわけですが、そこの部分の把握が不十分です。

要するに、「市民の関心がどれだけ高まったのか」「配慮行動がどれだけ進んだのか」ということにつ

いて把握をしている自治体は少ないという傾向があります。そういうものについては、どちらかとい

うと計画を５年ごとに見直すとか改訂をするというケースが多いわけですが、その改訂直前に把握を

するという回答が多いという傾向です。

庁内の計画推進組織についてどうかということです。これは、通常計画を作るときは計画策定庁内

会議とかの庁内組織を作ると思います。それができたあとに計画推進組織に移行させるというケース

が非常に多いわけですが、実際にそういった推進組織ができて会合を開いているかというと、４割の

ところしか開いていません。あと３割くらいは、「これから開く予定です」と答えています。これから

開く予定というのが１ヶ月後なのか１年後なのかは聞いていないのでわかりませんが、いずれにして

も現状では４割しか開いていないということです。

人口規模別ですと人口30～100万、次が10～30万、次が３～10万、次が３万未満で、やはり人口規模

の小さい自治体ほど庁内の推進組織が動いていないという傾向になります。

次に「住民や事業者とのパートナーシップによる計画推進組織が設置されて会合が開かれているか

どうか」についてです。多くの計画で、計画の進行管理という最後の章のところに、環境基本計画の

推進協議会のような名称のパートナーシップ型の組織を立ち上げて、それに基づいて計画を運用して

いくということが書かれているものが多いわけですが、実際に調べてみますと２割くらいのところし
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か設置して開かれていません。「これから作ります」と言っているところは３割くらいありますが、現

状としては２割しかないです。

先程の設問もそうなのですが、これは作成年代が最近のもの、要するに去年作った自治体ではすぐ

に作るのは無理だろうし、年代別に見ると、作成年次が新しい方はまだ作っていないだろうから開催

されている率も低いのではないかと一般的には考えます。ですが、実際にはそうでもなくて、作成年

次が古いところでもやっているところはやってるし、新しいところでもやっているところはやってい

るのです。ですから、「できたばかりだから」というのもあまり言い訳にはならない感じがします。

これも人口規模別にみますと、小さい自治体の方があまり開催されていません。私も策定後に、環

境基本計画推進協議会のようなものを作った自治体を何ヶ所か回って状況を見ましたけれども、やは

り行政主導でやっているところが多いです。やっていても、年に１回くらい発表会のようなものでお

茶を濁している、あるいは行政側から一方的に説明をして終わっているという自治体が多くて、私の

住んでいる自治体で私自身が推進協議会に実際に入っていろいろ活動しているのですが、市民がなか

なか盛り上がらないという難しさがあります。これは、策定段階のプロセスで白紙の状態から市民参

加で計画を作り上げたような自治体であっても、作ったあと市民が息切れしてしまってあとに続かな

い場合とか、あるいは環境基本計画を作ったあと、緑のマスタープラン、都市計画マスタープラン、

総合計画などの方に基本計画の策定プロセスにかかわった市民がかり出され、結局、計画作りばかり

を市民が手伝わされているという状況が読み取れます。これは庁内でも同じだと思います。

それで進捗状況の公表の方法ですが、環境基本計画の独立した「年次報告書」を出しているところ

が31自治体、「環境白書」などの今まで出していたものの中にある一定のページを割いて公表している

ものが45自治体ありました。何らかの方法で公表しているところが多いのですが、私がいくつかの

「環境白書」なり「年次報告書」を見た範囲ですと、「年次報告書」に関しては環境基本計画の目標に

沿ってまとめられているケースが多いのですが、「環境白書」に埋め込まれているケースですと、いっ

たいどこに環境基本計画の目標の達成状況、あるいは施策の進捗状況が書いてあるのかがやっぱりわ

からないようです。そういうものも非常に多く見受けられるという現状です。

最後にまとめたいと思います。実効性を担保する枠組みというのは、この10年くらいの間に非常に

整ってきたと思います。90年以前の環境管理計画の時代というのは、本当に作りっぱなしで、担当者

の机の上に積まれている傾向でしたが、まがりなりにも進行管理を考えるようになってきたと思うの

です。ただ、施策はいかにも体系的に見せているのですが、「何が優先順位として高いのか」あるいは

「何をどれくらいやれば目標が達成できるのか」ということまで踏み込んでいない、見せかけのもので

あるケースが多いです。あるいは、作ったあとの進捗状況の把握・評価も不十分です。それから、推

進体制も未整備であるという自治体もまだ非常に多いということです。

特に「市民、事業者とのパートナーシップによる施策の推進」ということを謳っていながら推進体

制が不十分、あるいは市民に対するわかりやすい公表という面でも不十分であるといえます。これは

行政サイドだけの問題ではなく、市民サイドの問題もあると思います。
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そこで、ＩＳＯに準拠した環境マネジメントシステムが注目されるところだと思います。それの導

入によって、こういった問題をはたして解決できるのかどうかということです。ＩＳＯを取ったとこ

ろは５月末時点で229、現在ですと240ぐらいにおそらくなっていると思います。この中には、出先機

関や一部サイトで取ったところも80ぐらい入っていますので、本庁舎を含む部分ですと都道府県政令

市が28、市区町村が125という状況です。このＩＳＯに準拠した環境マネジメントシステムの導入が、

環境政策の運用や見直しのはたして切り札になりうるのかどうか、それから計画の運用段階や見直し

時の市民関与の方法はどうしたらいいのか。もっと大きな問題として、環境基本計画もありＩＳＯも

あり、それから冒頭に須田が申し上げました地球温暖化対策の実行計画もあります。地球温暖化をと

っても実行計画と地域推進計画というのがあり、かたやローカルアジェンダというものもあります。

環境分野だけとっても計画だらけです。

環境政策をマネジメントするのに、いったい何をどう使っていけばいいのか、相互関係をどう位置

付けたらいいのか、この辺がこれからの論点になってくると思いますので、三人の方の話題提供を踏

まえて、総合討論のときに少し議論を深められればと思います。
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本市は大阪府の北部の方にあり、南の市境を琵琶湖を源とする淀川が流れています。その北の方に

あります。人口規模が34万人余りで、面積は37平方キロメートル、人口密度が１平方キロメートルあ

たり9000人以上のかなり過密の都市で、緑に乏しいと言えます。市の南部の方は、文献には平安時代

からの貴族の狩り場などがあり、それなりの発展はしてきました。かなり緑に乏しい人口密集地で、

ＪＲ東海道線が通っています。幸い北半分は、大阪府等のニュータウン建設などで、南に比べるとか

なり計画的な緑の多い地域です。そういう意味では「かなり南北格差のある町」と知っていただけれ

ばと思います。

ＩＳＯの取り組みについてお話するということですが、本市では、この７月に認証取得をして、登

録させていただくことができました。私どもの環境部環境室の地球環境課の実態は部の庶務課的な要

素が大きく、名前にふさわしい環境政策や企画等の展開は私と１～２人の人間の合計３～４人でしか

やっていないような大変寂しい状況です。

認証取得の目的は、もちろん上司の指示や了承で、別紙資料１のところで①～⑤と羅列させていた

だきました。私どものような人口規模のところでは、年間予算が1000億円余りです。その中で一番の

事業主体であり、公共事業というかたちの土木関連や下水道関連の予算は200～300億円くらいのウェ

イトを占めていますので、環境には大きな影響を与えます。環境に配慮して施策事業を進めることが

当然求められるのです。その意味で、ＩＳＯの認証取得に取り組んでいくことには大きな意義がある

と考え、それが一つの目的でした。

市の事業では、緑化事業や騒音対策など環境に配慮したいろいろな事業を各部局でやっています。

私どもは、環境施策における市の事業を一元的に管理集中できないかという気持ちを一部持っていま

す。今、お話がありましたように、私どもも３年ほど前に作りましたが、「環境基本計画」の中身が大

変抽象的なのです。あまり数値目標もありませんので、そのフォローや進捗管理も、残念ながら正直

なところ十分にできていません。したがって、環境ＩＳＯを道具としてうまく使い、環境基本計画や

環境施策の推進にうまくかみ合わせればやっていけるのではないか、環境部の価値がそれなりに出て

くるのではないか、「これは大きな意味がある」ということで、部内や課内で話しながらこの１年取り

組んできました。

スケジュールについては、平成12年に予算化し、実際の取り組みは去年の５月の後半以降です。ア

ルバイトをお願いしましたが、文書や書類、契約書の作成も私どもでこなしながら作業をすすめ、管

理職や一般職員、部の責任者の部長職に研修に参加していただき、夏場に数回聞きました。環境に関

連する部長会も持っていたので、その会の中で説明や理解を求めることをしました。その中で、去年
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の夏場を中心に事務的にはいろいろな調査評価を行い、基本的な考えを述べる「環境方針の作成」に

ついては他市のものをある程度参考にすすめました。

そして、今まではいわゆる省エネ・省資源という取り組みでなされていた「環境目的」ですが、審

査機関やいろいろな方からのお話で、行政本来の業務をこの目的の中に取り込んでいかなければ行政

として成り立たないのではないかと指摘をいただきました。我々も、最初に申しましたように、環境

施策の推進でこれを目的に取り込めれば、現課との調整や話し合い、協議に今後うまく我々が入って

いけるのではないかと考えました。これは環境方針の中では３つ目になっていますが、「緑と水」を基

本に、保全・改善、回復する手だてはないかということで、環境基本方針の中に盛り込みました。人

口密度が高くて、建物が建ち、道路はすべて舗装という市街化調整区域100％の町では、緑と水への市

民ニーズは大変強いと考え取り組んだしだいです。以上が認証取得の目的です。

市長は環境都市を建設、あるいは充実させるという考えを議会等では述べています。それを具体化

するモデル的な意味で、私は、環境都市の見本として「環境庁舎」という建物ができないかと思って

います。旧建設省の方でこれが提案されたように聞いています。環境庁舎づくりにうまく利用できな

いかということです。庁舎の省エネや省資源にもつながっていきますので、環境都市のモデルという

ことでなんとかできないかと考え、調査管理部局などに公的、私的も含めまして話をしています。公

にも私的にも、極端に言えば「立ち話」的にでも、全庁舎で全員がＩＳＯに取り組むことは大変効果

的な意味が出てくるという考え方を持っています。この取り組みが３年間うまくいきますと、それな

りの影響や効果が出てくるのではないかと期待しています。

審査については、オプションの審査を含めて３度審査機関にお願いし、「なかなか理解できない」

「現課に戻せない」と四苦八苦しながらの作業を経て、なんとかクリアをしました。

基本方針のd「緑と水にあふれるまちづくりをします」「環境に配慮した事業を進めます」というこ

とで、例えば基本的な目的の地球温暖化防止や、また、当市は市街化調整区域で都市化され、人口が

密集し、「ヒートアイランド現象」が出ていますので、これの緩和、軽減できないかと考えて、この目

的の中に実はかなり細かい表現もしています。「透水性舗装を進める」も何十メートルとか何ヶ所とか

かなり細かい書き方しかできなかったのですが、これをなんとか制度化して、市の道路行政の「公」

のものにもっていきたいと思っています。もちろん、各現課ではこういうことは当然意識しているの

ですが、これをなんとか制度化して「公」に認知を得られないかということで、私どもの環境目的の

ところへ「透水性舗装」を書いたわけです。これを「武器」にずっと展開できないかと考えています。

ちなみに先日の新聞報道で、東京都では都道の歩道の３分の１くらいで透水性舗装が完了し、車道

へも展開していくという記事が載っていましたので、大変励みになったと感じております。

目的・目標の進捗状況について、私どものような市町村レベルではなかなかマンパワー的・組織的

にも寂しい状況で、計画倒れのようなきらいがあります。

温暖化防止計画は国の施策ですので、ＩＳＯが終りしだい取り組んでいこうと、まだ研究段階です

が立ち上げつつあり、本当に計画疲れという感じで、ＩＳＯとどう絡むのか。あるいは、庁内保全行
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動計画というものもＩＳＯの前にやっていまして、それとの整合というところでどちらも共倒れにな

らないようＩＳＯを軸に温暖化計画を庁内保全行動計画の中にうまく取り込んで、全庁的に庁内行動

計画を立て直し、本庁にＩＳＯ規格を当てはめてお手本のように厳格な運用をしてもらいと考えてい

ます。４月からの運用開始で半年間、現課や各部局で推進をしています。特にこの夏は、温暖化の影

響なのか大変暑い夏でした。エアコン関係でかなり熱量を使っていますので、この夏から「ネクタイ

なんてもうやめよう」と、こういう手製のワッペンを作って「ネクタイはしません」という宣言をし

ています。

そして、プラス面の環境影響評価、つまり環境に配慮された公共事業やまちづくりにどう取り組ん

だのかということですが、なかなか複雑で、どうしたらいいのかをいろいろ考えました。どこの市町

村も一緒だと思いますが、市の基本となる総合計画を受けた実行計画があります。その中の環境の側

面に当たるところから環境に関連する施策をピックアップやチョイスして、その現課や現場と調整し

ながら、環境目的としてなんとか引っ張ってこられないかと考えました。ただし、結果として、全部

門、全部局の中から網羅された目的としては現行のところ挙がっていません。審査機関からも指摘が

あり、来年については「全部門から引っ張ってきた目的を考えてください」という宿題をいただいて

います。

来年以降は、例えば環境基本計画はほとんどすべての部局に該当する計画になっているので、現在

の影響評価の仕方や対象の仕方を考えたいと思っているところです。それが「まちづくりについては

だいぶ網羅されましたね。」と審査官から評価をいただいたわけですが、同時に「それでもまだ不十分

です」という指摘もいただいております。

そういうことで、重み付けや評価の仕方はいろいろありますが、どこの教科書を見ましても、どう

いう規模で、どんな分野で、どの程度の影響を与えるのかという３分類での考え方をされています。

つまり、CO２などに当てはまってくるのですが、「一番グローバルな地球規模にまで影響するものを市

の庁舎から出していますか」ということです。あるいは「地域規模に影響を与えるものがあるのか」

「建物の周辺だけのもの」かなど、影響の重大性がどの辺まであるのかを見るためのピックアップとい

うか評価の仕方です。それが毎日のように起きるのか、10年に１回か、あるいはほとんどないのか、

時々あるものなのかという可能性についても少し吟味を加えて、早く言えば点数を与えていきました。

いろいろな世論、法上からの求め、組織の上層部の意思など、どういうことを皆さんが望んでおら

れるのかということで大小や強弱の差を与えて、今申しました３つほどの要素から点数を加え、その

中から、30点や50点という一定点数以上の項目にあたる施策を目的化の一つとして著しいものという

捉え方をしたということです。

それで現在、グリーン購入、緑や水、あるいは自然エネルギーなどについて大体25項目を作り、３

年計画や年度計画を作りました。自治体や行政の場合、条例やいろいろな規制が各種の施策事業に大

きな影響を与えるということがありますので、やはりこういう間接影響をＩＳＯの中に取り組んで目

的化していくべきだという考えをもって作りました。
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すでに半年ほど経つわけですが、どういうふうにうまくいっているかということで、結果が載った

報告書が各原課からもらえるかと悩んでおります。いろいろな会議や協議、定期審査などをこれから

どんどんやっていかなければ、これは何のためだったのだろうということが当然問われますので、「大

変しんどいな」というのが率直なお話です。

こういうことで１年取り組みをさせていただいて、なんとか登録をさせていただいたというご報告

に代えさせていただきます。

豊中の事例を紹介し、同時に環境自治体づくりについての議論をしていきたいと思っております。

豊中市はＩＳＯによらず、環境基本条例でマネジメントの仕組みを作っています。この条例は平成

７年に作られて、８条、９条、10条で、「基本計画」を使ってそれを実施する「行動指針」を作り、そ

れを「年次報告書」にまとめて公表することにしています。そして、「計画」「年次報告書」に市民の

意見を取り入れ、同時にそれぞれに対して環境審議会の方からいろいろな提言を取り入れるというか

たちで、Plan－Do－Check－Actionに踏み込んでいます。

平成８年から具体的な条例が動き出したのですが、この条例の推進に際して最初に市民環境会議を

作ろうということになりました。平成８年の５月に、会長が市長で市民環境会議を作りました。商工

会議所、県水漁協会、それからトラック協会、ロータリークラブなどのいろいろな各界網羅型のこう

いった組織を作ったわけです。

同時に、網羅型の団体だけではなくて、実際に環境会議を運営していく中心的な方々（ワーキング

グループ）を組織しました。この方々は、実は環境基本条例を作るときにいくつかの意見を言われて、

そういった意見が反映された条例ができたことです。それで、あとあと「意見を言った以上、自分た

ちはその運用に責任がある」ということで、「一緒にやっていこう」と言われた方です。

それで、平成７年以降、市民会議を作ってやっていくのですが、なかなか最初からうまくいきませ

ん。集まってきても大体、「行政はもうけしからん」とか言われるわけです。集まってきて最初に自己

紹介とかをして、また「行政はけしからん」「あそこでこんな悪いことしておった」とかそんな話ばか

りになってなかなか前へと進みません。

そういったことで経過していくのですが、大体４か月ぐらい経つと市民の方も「こんなこと言って

もしようがない。行政の方も予算の関係もあるし、環境への補助金ももらってるし、一定の成果を出

さなければいけないな」ということになり、こちらも「まあ頼みますわ」「それなら計画を作ろうか」
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豊中市環境企画課課長補佐　  



と作っていきました。

そして、計画を作ろうしたのですが、「基本計画とアジェンダはいったいどんな関係になっているの

か」と市民の方から指摘があり、私は「総合計画という非常に大きな計画があります。その中の環境

部門をまとめた環境基本計画という環境分野があるのです。これを受けて、市民や事業者が作るアジ

ェンダ21というのがある」という説明をしました。たぶん、環境庁もこういった理解をしていたと思

います。しかし、市民の方は「この位置づけで行政の下請けを市民がするのはおかしい。」と言われ、

せっかく計画を作ろうというところで、また最初からバシッといかれました。「なるほど、市民は行政

の下請けではないというのは、確かにそうだな」と思いました。そこで、はたと困ったのですが、「わ

かりました。上か下かどっちかはわかりませんが、とにかくこの計画には目標というのがあるから、

ここの部分を皆さんで作ってください」とお願いしたのです。

そこで、市民の方に目標を作っていただきました。そのひとつの「車を降り、歩いていった散歩道、

思わず寄り道したくなるな」というのが好きです。それで、こういう目標を作るときに、何もしない

で机上で計画だけを作っても、大体これもいい、あれもいいと理想ばかりで作る計画が多いので、実

際に行動しながら作ってみようということになりました。これをアクション・アプローチと呼んでい

ます。

そして、生活、自然、交通、産業という４つの部会を作りました。そして、行政の方から「こうい

ったことをやってください」とお願いしたものと、市民の方から提案があったものがあります。こう

いったこともやっていく中で、どんどん市民の方から「私らもっとこんなことやりたい、あんなこと

もやりたい」といろいろ提案があって、どんどん行動が膨らんでいきました。

例えば、学校剪定枝というのがありますが、これまでは学校の木を切って普通燃やしているのです。

燃やすとCO２になるのは当然です。「そうやって普通に燃やすのはおかしいからやめよう」と市民から

提案があり、最初は10校の取り組みでしたが、それがどんどん増えて34校という豊中市の半分以上の

学校がチップにする取り組みをしました。このように、３年間ぐらいかけて、行政の施策に入り込ん

できているものがいくつかあります。市民が提案したものを３年ぐらいテストした結果、「これはいけ

そうだ」となると行政の政策として取り組んでいくということをしているわけです。アジェンダはそ

ういったかたちで市民がいろいろ作って実践しています。

行政の方は、先程の短歌形式のものを受けた環境基本計画を行政計画として位置付け、行政の目標

と市民の作った目標、行政ができることを達成するための目的と手段をまとめたものにしていこうと

いう考え方で定例目標を作ったわけです。また、パートナーシップに数字が入ってないのですが、CO２

は市民にアンケートをとって中口所長さんに計算していただき、ゴミについては３～５％減らそうと

か、こういったことを目標にしているわけです。

毎年こういう計算をするのは大変なので、モニター指標を作って達成状況を見てみることにしまし

た。もともと行政は実はいろいろな数字を把握していて、その中の数字は大体公表できるものです。

「それらしいものをみんな出してください」と行政の方にお願いをして、清掃工場の見学者数や電気・
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ガス・水道の使用量をいろいろ集計して毎年公表し、そういう中で環境がどう変わっていっているか

を見ていこうということです。ですから、行政の事務所だけではありません。例えば、クリーンラン

ド（豊中市伊丹市清掃工場）コインランドリーの中で分別がどれぐらい行き届いているかを見る一つ

の指標です。まだ30パーセントぐらい紙が入っているとか、台所のゴミがこれだけ入っているなどが

わかります。これのいくつかが堆肥になり、これから電気を起こすことができればもっといいのでは

ということを、いろいろ情報を交換することで一緒に考えています。

１人あたりの電気・ガス使用量では、1970年から98年までは約３倍に増えていて、はたしてこれで

本当に温暖化防止ができるのだろうかと考えています。街灯の設置で千里川のそばに電気をつけてほ

しいという市民の方からの要望があって電気をつけました。そうすると川のそばでいつも掃除をして

いる市民団体の方から「こんな夜に明るくしてほしくない。夜は植物も休むし、虫たちや生き物も夜

はやっぱり休みよる。横に大きな道があって、そこの電気が明るいので十分や。」と言われました。明

るくして欲しいということでせっかく明るくしたのに、今度は「そんなもんいらん」と怒られて、行

政はいったいどうしたらいいんだろうかと、これは本当に行政政策のあり方を考える事件になりまし

た。それでそういう問題を議論するためにこういうデータを公表してみよう、ということで出した資

料です。

こんどは役所の中のデータです。教育委員会の方が来ているかもしれませんが、「役所は紙を多く使

っていると言うけれど、実はかなりの部分が学校で、学校でテストをしなくてもいいのですか」と話

したりしています。でも、紙はやっぱり増えています。電気などは減っていますが紙は増えています。

実は、こういったかたちでアジェンダと基本計画の両方を使ってマネジメントに取り組んでいるので

す。

望ましい環境像とか環境目標については、これは実は市民が作ったものを行政が数値化したもので

す。それを共有化して、こちらの基本計画ではこういうかたちの行政計画としています。市民のアジ

ェンダは、お互いが実践してそれを環境報告書というかたちでまとめます。今、ちょうど夏休みごろ

にかけて集めた庁内の決算データの中間報告書の集計の最終段階で、これからこれを各課や原課に返

して公表していきます。決算委員会にかかる前に公表して、議会の方には一応コメントができるよう

なかたちにしています。さらに、中間段階で公表したものに対して市民の方からいろいろな意見を提

案いただき、それを踏まえて今度は環境審議会の方で評価していただき、そちらからもいろいろ提案

していただきます。大体これができるのが12月ごろです。そして、次年度予算の最終段階に環境審議

会の方から意見をいただき、それを踏まえて行政では次年度はこんな施策をしていきたいと公表する

のが３月です。

それで、環境市民会議の座長、環境審議会の会長、市長、教育長、こういった幹部の方と市民環境

会議のメンバーがフォーラム形式でいろいろ話し合いをしています。例えば、公園緑地課長が「市民

の皆さんは緑を残せと言いますが、遠くの緑はいいけど近くの緑は困るということで木を切ってくれ

という話も多い。そんなこと言われたら困りますよ」と言うわけです。そうすると、その審議会の委
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員さんから「じゃあ近くの緑を植えるときに市民参加はあったのか」という意見が出るというような

交流がされていきます。

環境報告書の内容では、施策の一覧やモニター指標一覧、それから行政の方の推進体制を載せたり

しています。基本条例があり、それから基本計画とアジェンダがある。このアジェンダは市民環境会

議でやっています。アドバイザーが居て、役員会があって、その下にワーキンググループがあります。

そして、４つの部会がやっています。それから、行政の方の基本計画があり、市長があって、エコ宣

言をしています。環境管理委員は、市長がトップの全庁的な部長級の組織で、課長級の組織、作業部

会の担当者がいます。それで、エコオフィスとか省エネルギーの設計指針、水関係の水循環指針など

を、行動指針というかたちにしてやっています。

「市民が作った望ましい環境像」というのがあり、それを行政の方で定量目標にして、お互いの基

本計画の施策体系と市民の行動があります。ですから、一応計画らしく、行政の方はパートナーシッ

プ、総合的な行政の確立ということで環境と戦略などいろいろ難しいことを言っています。地球環境

問題や循環型社会、例えば省エネルギーとか省資源化、交通の仕組みや建物のあり方やまちづくりを

環境配慮型に変えていこうという事業活動、市民の生活を環境型に変えていく、それから土地利用や

自然保護、公害問題などです。

ところが、市民の方はパートナーシップで総会や環境フォーラム、環境展などの全体的な事業をし

て、それぞれの生活部会では「マイバッグ普及」とか「エコショップ調べ」とかをしていきます。生

活部会では市民の方が工場見学に行く、自然部会はビオトープづくり、学校の木の剪定枝、観察会な

どです。こういうのは行政がやるよりも、野鳥の会とかのほとんどプロの市民がやる方が上手なわけ

です。

交通部会では、昨日、交通の怖いところをみんなで調べてみようということで「交通のヒヤリ調査」

をしました。トラック業界の運転手の方は「あそこでものすごく怖いところがある」とかやっぱりよ

く知っています。まちづくり会の中で「高架になった跡は、まさに車の抜け道になっている」とかの

話があって、「では、そこを一緒に調査してみましょう」ということで取り組んだりしました。

産業部会ではエコオフィスを取り上げています。ところで豊中では生ごみについて市民の方からフ

ォーラムの場で提案がありました。生ごみを堆肥にしたらどうかというので、それを行政の方で「一

回考えましょう」ということになりました。提案があったのは１年半か２年前ぐらいで、去年１年間

かけて行政がそれについての施策や方策を検討し、今年の３月に予算がついて、今、その事業化をし

ています。ですから、市民が提案したことを行政が施策に落とし込んでいくことが少しずつできてい

ます。モニター指標でその進捗状況を見ながらマネジメントしていくという仕組みです。

先程のモニター指標もそうですが、要するに、情報提供をどんどんしていくとか、お互いが取り組

んでいるいろいろなことの情報交換、主体間のコミュニケーションのツールに環境報告書をしていく

ということです。行政は行政の中からの意見をなかなか聞かないし、よその部局になかなか意見も言

いにくいです。ですから、内部監査というのはなかなか難しいものがあります。
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そこで、市民の方にいろいろ意見を聴くことが重要になります。市民は行政からいうと顧客ですか

ら「サービスの状況や具合はどうですか」と聞くとか、顧客だけでなく、納税者といえば株主でもあ

ります。それはやっぱり、自分の家の裏にはいやだという意見は多いです。市民と行政が一緒にいろ

いろやっていく経験が増えていくと、もう少し公共性の高い提案ができる市民も増えていくと思いま

す。行政の側も、市民のそういうものを単に苦情と考えずに、政策提案として乗せていけば、そうい

う市民の提案が行政のものになっていくのではないでしょうか。なかなか行政の中で行政を変えるの

は難しいです。そのときには、市民からいろいろ提案していただくということが要ります。

市民の皆さんがいくらマイバッグ運動を必死にやってもどんどんCO２が増えているというデータを

見る中で、市民自身が、もっと広いところにどうアクションしていったらいいのかということを考え

ていきます。行政は、そういう市民の行動を支援していくことしかできない状況ですが、幅の広い地

域全体が自ら地域をコントロールしていくという、自主的なコントロールのようになっていけばいい

と考えてやっています。

「豊中アジェンダ」と「基本計画」、これは両方が大きな対です。それから開発事業に関しては「環

境配慮指針」というのを作りまして、民間開発のときもできるだけ透水性舗装をしてほしいというこ

とを協議してやっています。それから公共事業に関しては、「省エネ設計指針」とか「水循環指針」を

作り、オフィスの中では紙や電気や水を減らすといった「エコオフィス指針」を作って行っています。

本日のサブタイトルの「実効ある環境基本計画を考えよう」ということで、実際に私は大阪府の

ＩＳＯ取得のときの一員であったこともありますし、今、「環境総合計画」という大阪府の条例に基づ

く計画作りを担当しております。こういう意義あるテーマで会議をされることについては大変いいこ

とだと思うのですが、こういう計画や行政施策に環境マネジメントシステムを採用することはスムー

ズにいきそうですが、なかなか障壁があるのではないかと思います。

大阪府では、昭和48年に大阪府環境管理計画の「ＢＩＧ ＰＬＡＮ」を作りました。それから57年に

は「環境総合計画－ＳＴＥＰ21」という計画、平成３年９月には「ＮＥＷ ＳＴＥＰ21」を作り、平成

６年３月に「環境基本条例」、平成８年３月に条例に基づく現在の「環境総合計画」を策定しました。

これが2001年までの計画でしたので、現在新たな計画を作ろうとしています。平成11年２月には大阪

府の本庁舎で、ＩＳＯ14001認証取得をしております。あと平成12年８月に環境審議会に新しい「環境

総合計画」の基本的考え方を諮問して、この７月に答申をいただいたという経過です。
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それで、世界でＩＳＯは６月現在でもう３万を超えました。日本が6640余とトップで、２位のイギ

リス、ドイツに比べて圧倒的です。またＥＭＡＳ（Eco-Management and Audit Scheme）というヨー

ロッパの規則ですが、このトップがドイツで2700を取っています。全国的には、都道府県トップが東

京都で956、これが７月現在です。愛知県が634、大阪府が607ということで、かつては15位だったので

すが、なぜか３位まで上がってきてしまいました。大阪府で取得したときは、確か60台で、10分の１

の時代です。

ＩＳＯはどういう制度なのかと言いますと、認証取得の審査登録制度は、企業等が構築した環境マ

ネジメントシステム（ＰＤＣＡ）が、規格の要求事項に適合していることを第三者機関が審査し、登

録、公表する制度です。この制度を使って採用できるのはいったい何だろうと考えたらいいと思いま

す。俗にＰＤＣＡ採用というのはあたりまえのことで、大阪府バージョンを作ると、計画（Plan）が

あって、プランがドゥ（Do）してチェック（Check）して、アクション（Action）してグルグル回っ

ていきましょうというシステムなのです。これは経営理念と同じで、会社の経営理念があり、基本方

向があり、計画を立て、実践して、グルグル回っていってだんだん効率よくしていきましょうという

ものと同じであり、採用できるでしょうということで、別に環境に限らずＰＤＣＡ採用はあたりまえ

だということだと思います。

自治体における環境ＩＳＯの取得の意義ということで、大体地域における大きい規模の事業者であ

ると思います。市町村だったら、市役所がその市の中で一番の紙の排出、紙ゴミを出すところではな

いかと思います。住民や事業者から信頼を確保する、自らの環境負荷低減効果がある、経営革新効果

がある、特に職員の意識改革がある、組織における透明性、要するに第三者機関が来るので透明性を

確保される、公平性というのは、企業と同じレベルで審査されるというので公平性があるということ

が考えられます。

ＩＳＯのシステムの大阪府バージョンですが、まずＰＤＣＡのメインシステムが中心にあり、Plan

があって、Doがあって、Checkがあり、Actionがあるということです。このメインのシステムの中で、

環境側面（アスペクト）という珍しい言葉があります。この環境側面を洗い出すという作業があって、

メインがあって、目的・目標を作って、実際に管理していきましょう。その共通システムとして、ち

ゃんと体制や責任をはっきりさせるとか、文書を作る、マニュアルを作るというのがあります。さら

に研修などの支援システムがあり、これをすべて構築してＰＤＣＡを回すというのがＩＳＯのシステ

ムです。これが国際規格に基づくシステムです。この規格に基づくシステムを行政の施策に採用しよ

うとすることが本当にできるのかということが、ＩＳＯを採用するときの一つの障壁だと思います。

まず、自治体自ら事業者であり消費者である。だから、率先実行計画を作る場合、温室効果ガスの

実行計画に採用するには非常にわかりやすいと思います。また、サイトの問題があります。サイトと

して、一つの本庁舎だけをとらえるのか、全体の大阪府でやる実行計画の対象は約800ほどですが、

800サイトをすべて一つのシステムでやることが本当にＩＳＯの基本でいいのかという議論ですが、今

は大体点在していてもサイトとして認められるようになりましたので、そういうことも可能かと思い

18

次世代に向けての環境自治体づくり



ます。

環境方針の部分は、環境基本条例が理念を謳い、その具体的な長期計画として我々が「環境総合計

画」を作る。こういうオーソドックスな計画作りです。つまり、基本条例を作って計画を作る、あと

はローカルアジェンダのような実効性のあるものを作ろうという流れでいいのかと思います。

ＩＳＯの仕組みは、環境基本計画の目標達成の仕組みとしてできるのでしょうかということですが、

理論上は一応可能です。大きな問題点は、著しい環境側面の特定という理論ができるのかという点で、

きっと理屈的に非常に難しいです。それと、その著しい環境側面の直接影響と間接影響というのが規

格にあります。直接影響、間接影響のそれぞれの取り組みの範囲は、ほとんど行政施策は間接影響に

なっていませんかということです。つまり、自分の責任が果たせないもので目標を作ってしまうとい

うことが普通計画のあり方だと考えています。

例えば、環境の目標達成という目標にも大きく３種類ありまして、１つは環境の状況を環境基準達

成率で何パーセントにしますというものです。もう１つは、施策目標です。これは自転車用道路を何

ｍ作りますというものです。３つ目が、負荷的に、例えば大阪湾へ流れる有機物質の量を何トンから

何トンに下げますというものです。そのうち、実際に行政がお金を出して何かする場合に、何ｍしま

すとか、何ｍ２しますというのは、目標を立て、責任も我々がもって実際にやっていけば、確実に目標

は達成できます。しかし、環境改善を図って環境事業を達成していきましょうという目標を立てた場

合、だれが責任をもてるのかということになったときに、この「責任と体制を明確にする」という

ＩＳＯのシステムが採用できるのかと思います。

まず、この計画の進行管理とその見直しの方向ということで、システム、毎年度する施策、立案と

いうところですが、大阪府では基本条例で毎年「今年度はこんなことをします」ということを議会報

告しています。年次計画です。実際に実施する段階では、基本条例に書かれている施策の基本方針や

計画に書いてある施策の展開方法が、「一つのこういう方向で施策をやりますよ」ということもありま

すし、個別計画や指針もありますので、それぞれの施策方針が、実施・運用のためのプログラム・手

順・マニュアルというものにあたっていくということです。

一番の問題はチェックの部分ですが、大阪府の場合「こんなことをやりました」というのをまとめ

て議会報告しています。「こんな環境状況ですので、こんなことを昨年度やってまいりました」という

ことを議会報告して、「目標に対してどこまでいきました」「自己評価としてはこうですよ」というも

のまで報告して、また「白書」で府民の皆さんがわかりやすいようにオープンしているという建前で

す。500事業がありますから、読みにくいものになっています。具体的なアクションとしては、施策の

選択において見直しをしているということです。

一番の問題はこのチェックの部分です。いったいだれがするのかということですが、大阪府では、

行財政計画で新しい行政システムということで、事業評価、施策評価をして、その施策評価の目標達

成についての自己評価を皆さんに公表して意見を求めていくという流れですので、それでチェックが

実際には進んでいき新たな見直しの方向が見えてきています。
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点検の部分では、皆さんに公表してやっていこうということだと思いますが、これがオーソドック

スな二階建て構造の真ん中にいる都道府県ができるレベルではないかと思うのです。市町村では、豊

中市のローカルアジェンダのような市民会議を使ってされる場合が多いかと思います。市民会議で計

画を作られるところもありますし、市民会議は計画を作らないが、チェック機能として作っていきま

しょうとか、これからの問題とされているものも多いと思います。

例えば、大阪府環境審議会がありますが、環境審議会に進行管理を任すことなのか、市民会議に進

行管理やチェックを任すのかということです。ＩＳＯで大阪府がやっているように、これだけ電気を

減らしますとか、紙を使いませんというものについて自己評価をしていきます。それから、施策につ

いては議会報告です。施策はだれがいったいチェックするのかということですが、議会がチェックす

るという法的枠組み、これをどこまで実行するのかということが実は問題だと思います。やはり議会

報告して議会にチェックしてもらうというのが新たなる考えです。

このＩＳＯに取り組んでいる自治体の一番の問題は何かというと、首長の力はそれほどないという

ことです。企業のトップほどの力はなくて、議会が予算を承認しないかぎり、その施策は実行できな

いわけです。議会と首長との関係を考えたら、比較的弱いトップマネジメントしか働かないのが自治

体だと考えていただいたらいいと思います。そこで、議会がはたして見直しをするのかということに

なるのかと思います。そこをなかなか打破できないので、市民会議とか審議会とか、どちらがいいの

かということを考えなくてはいけないということがあろうかと思います。

先程、市民会議レベルで言いましたが、大阪府では府民会議、事業者なり市町村が入って府民会議

を設けて、それでやっていきましょうということになっていますが、今回の計画作りでいろいろな方

のご意見を伺ったときに一番ショックだったことは、ＮＧＯの方から「府民はいません」と言われた

ことです。「普通の住民レベルからいくと、市町村というイメージの市民はいる。次に国民はいる。地

球人はいるが、府民なんかいません。」府のサイズのものを考える府民というのはきっといないと言わ

れまして、なかなか府民会議で作ってもらうのはきっと不可能なのだろうということで、将来はわか

らないですが、今はそうなっているということです。

そして、「ローカルアジェンダと自治体の環境総合計画の関係」ですが、豊中市からありましたよう

な整理でして、全国的には、温暖化対策が書いてあるような市民の行動計画であればローカルアジェ

ンダだという認識があるのではと思います。本来のローカルアジェンダはいったい何だったのだろう

ということで、地域計画そのものをローカルアジェンダと解釈するような流れもあると思います。

そして、ＩＳＯの仕組みと環境総合計画のマネジメントシステムについては、少し考えなくてはい

けない部分があるのではと思います。ただ、ＩＳＯの仕組みではなく、ＰＤＣＡの仕組みは当然採用

すべきでしょうし、それなりに考えていく必要があると思います。

最後に、今までのＰＤＳ、Plan－Do－Seeだけのシステムから当然のことながらＰＤＣＡのマネジ

メントシステムに移行していくことが必要ですし、最後にＩＳＯのシステムからＥＭＡＳは自治体レ

ベルのものがありますので、豊中市の例はこのＥＭＡＳに近いものがあるのではないかと思っていま
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す。こういう流れになるのではと思います。このためには、点検をだれがするのかというところが整

理されないと、なかなか先へは進まないと思います。

中口　後半の方を始めたいと思います。ワークショップということですので、最初の10分ぐらいはフ

ロアーの方から「うちの自治体は今こういうことをやっていて、こういうことで悩んでいます」

ということを若干ご紹介していただいて、そこで出た問題点を含めて議論を進めてまいりたい

と思います。

では、フロアーの方のどなたかでご発言をしていただける方いらっしゃいませんか。

それでは、こちらから指名をさせていただきたいと思います。まず、池田市の「環境にやさし

い課」の長森課長の方からよろしくお願いいたします。

長森 池田市は、２年前に「環境にやさしい課」というものができまして、それから初めて環境基本

計画作りにとりかかりました。「するからには市民参加で」と市民公募しましたところ、15歳の
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高校生から60歳まで40人の方に来ていただきました。男女20人ずつの40人の方たちと今まで２

年半近く一緒に取り組んできました。

エネルギー問題、地球温暖化防止の問題、地域省エネルギービジョンの策定、地球温暖化防止

につきましても今年度中に全部合わせて作って、それからローカルアジェンダも作って、それ

ぞれ整合をもたすということで現在取り組んでいます。担当しているうちの課自体は７名です

が、担当職員は一応２名です。現在のところ市民の方たちも２年半で一種息切れをしているよ

うな部分がありますし、職員の方も「あと半年で何ができるんだろう」と思いながら期限を切

られてあせっています。

最終的には、先日の議会の厚生委員会でも、市長が「環境基本計画を議会の方にも参画してい

ただくために、もしかすると議決のようなものも必要になってくるので、その辺も考えながら

やっていきたい」というなぜか前向きな発言をしておりますので、そのあたりがうちの市では

問題かと思っています。いわゆる直接の市民参加だけではなく、議会の参画という部分も含め

て、全部整合性をもたせて、計画の実効性の数値目標も全部かかってきます。

それとプラスアルファとしまして、池田市はＩＳＯを取らないと私達担当課では言っておりま

す。全国の１番か２番、あるいは10番以内で取られるのはメリットがあったかと思うのですが、

後ろから追いかけている市としては、「何が大事だろう」ということでいくと「精神が大事かな」

と。すると、財政難の時期にお金ももったいないのではないのかと考え、環境の担当課として

は環境基本計画なり行動計画の中で池田市版ＩＳＯ的な、そういう環境マネジメントシステム

的なものを作り上げて、それによって市としてはやっていきたいと考えています。

中口 ありがとうございます。議会の問題とかＩＳＯを取らないマネジメントシステムを目指してい

ることなど、児林さんからもご指摘がありました論点が、いくつか出たと思います。

次は、府下で環境基本計画をすでに策定済みで運用の段階に入っている自治体の方からご紹介

をいただきたいと思います。岸和田市の方はいらっしゃいますか。どなたでも結構ですのでお

願いします。

宮内 岸和田市環境保全課の宮内といいます。私は、環境計画ができてから配属されました。これま

でにも話がありましたように、なかなか計画で掲げた目標を推進していく部分のチェックまで

にはいたっていないという感じです。

環境計画の個別項目はそれぞれの担当で行っているのですが、それが計画の中で総体的にチェ

ックしていくことができていないかなという感じです。

計画の中ではいろいろ重点項目ということで、10年単位でやるべきことを明らかにしてやって

います。その中で現在動いているのが、市民会議をつくろうという部分です。ただこれもこれ

から市民会議の立ち上げに向けてどのようにしていこうかと暗中模索している段階です。自然

の部分では里山とか身近な自然を大事にしようということで、市内に１つ、小さい独立峰の神

於山という山があるのですが、そこで２年間市が主催して自然のノウハウを持っているグルー
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プに指導をお願いしまして、市民の方を対象として里山の保全管理のリーダー養成をしました。

その講習を終えた方が今年の４月から自主活動ということで、月１回の保全活動をすすめてい

ます。

計画の中の推進項目について、一つずつ徐々に進めているという状況です。

中口 ありがとうございました。

それでは、遠方からもおみえになっていますので少しお聞きしたいと思うのですが、熊本市の

方はいらっしゃいますでしょうか。最近、環境協議会ができたばかりだと思うのですが。

永目 熊本市環境企画課の永目と申します。本市では、「環境総合計画」の第１次計画を作ったのは全

国的にも早く、平成４年度に作りました。まだ数値目標とか、市民の推進体制とかいったもの

が整っておりません。

昨年度、第２次環境総合計画ということで改定をちょうどしたところです。その中で昨年２月

から８月まで一般公募市民を含む30名ぐらいの市民団体で、全13回、ワークショップ方式で提

言をとりまとめて、その中にパートナーシップ組織といったものの位置付けが明確にありまし

た。８月の提言後、10月～12月ぐらいにかけて３～４回、その組織のあり方を議論していまし

て、ちょうど今月から発起人会ということで、具体的な推進体制を議論する場を設けようと思

っています。市民環境団体にしてもそれぞれがいろいろな目的で活動をしています。

また、それぞれがいろいろな環境に対する思い入れがあり、ベクトルが違う中で、同じ一つの

ネットワーク組織の中でどういう議論になって何ができるのだろうということを非常に不安に

思っていまして、今、豊中市の川崎課長補佐にその辺の教えを請うているところです。その辺

が悩みかなというところです。あと、ローカルアジェンダにつきましては、「環境総合計画」の

中に包含するという位置付けで、特に個別にローカルアジェンダ計画は作っていません。一緒

に市民、事業者、行政という３者の立場から計画をとりまとめています。

中口 ありがとうございました。大変大規模な市民参加で手作業を進められたということです。

今度は、都道府県レベルでも少し議論を深めたいので、滋賀県の方がおいでになりましたらお

願いします。滋賀県の場合にはＩＳＯを取って、「環境総合計画」も見直し時期にかかっている

のではないかと思いますが、その辺の状況も含めてお願いします。

古川 滋賀県の環境政策課の古川と申します。滋賀県は平成９年10月に計画を策定し、３年が過ぎま

して今年４年目になりました。

昨年から計画を見直さなければいけないということで、やはり公共事業でもそうですが、行政

が一方的に決めてやっていくと、あとで一般市民や県民から批判を被ります。最近の市町村の

基本計画策定を見ておりますと、やはりオープンな市民の参加がなされているということで、

今度の見直し計画でも県民参加を早い段階でしたいというところはありました。やはり市町村

レベルと同じように、都道府県レベルでは県民の参加をどのようにするかというのがなかなか

難しいところがありまして、やっても中途半端に終ってしまうところもかなりあるのではない
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でしょうか。その辺でかなり頭を悩ましております。

しかし、早い段階で行政だけで諮問に至るまでの中身を決めていくというのは、やはりいかが

なものかというところがありまして、今年の予算の中で「元気のある方検討会」というチーム

を作って、今ある計画についてざっくばらんな意見をもっていただく検討会を作ろうというこ

とで予算がつきました。都道府県レベルで計画を見直すようなときに、県民の参加を求めてど

のようにしていくのかというところで頭を悩ませております。

それとＩＳＯとの関係ですが、今年でちょうど３年が経ちまして、目標設定値を見直す段階で

す。総合計画は１年そのあとになっておりまして、去年までですと、総合計画の見直し時期と

ＩＳＯの目標設定値を見直す時期を一緒にしようということでちょうどよかったのですが、今

年は「湖沼会議」があるので、見直しを１年延ばせという話になりました。ＩＳＯの中に総合

計画の一部を目標値としてかなり扱いやすいものを入れています。最初のときは、動きやすい

ところ、やれるところからやっていこうということでよかったのですが、今回の見直しは、総

合計画と同じように、どのように総合計画のものを取り入れてやっていくのかというところも

含め悩んでおります。

中口 どうもありがとうございます。

ほかにこういう悩みを抱えているのだが、こういうことについて議論をしてくれないかという

方がありましたら、ぜひ出していただきたいのですが。

それでは、事前の申込書から１点ご紹介をします。

堺市の方から、「環境マネジメントのＰＤＣＡについては、抽象的な目標数値の設定とその到達

度によって進行管理を追求しても、結果として形式的なつじつま合わせに終わる可能性があり

ます。これを回避するための具体的な取組事例と事例評価をお尋ねします」というご質問が来

ております。

基調報告、話題提供、いくつかの自治体のご意見の中からいくつかの論点が浮かび上がってき

たと思います。最初に私が問題を投げかけましたが、環境基本計画の達成状況を測るツールと

してＩＳＯが使えるのかどうかと、あるいは、別に環境基本計画を策定しなくてもいいわけで

すが、その環境政策全般のＰＤＣＡを回すとしてＩＳＯが使えるかどうかということです。

その中でも、今、滋賀県の方がおっしゃったように環境基本計画の中でいくつか政策が出てい

る、あるいはその計画を作っていないところでも環境に関連する施策というのはいくつもあり

ます。環境基本計画では、それが体系化といっても単なる羅列に終っていたのですが、ＩＳＯ

では、環境側面の抽出、評価が求められています。その環境側面抽出、環境影響評価手法を使

って施策の優先順位付け、施策のスクリーニングがどの程度可能なのだろうかということが、

１つ挙げられると思います。

もう１つ議論したいと思いますのは、池田市から出た、計画を作る過程で議会の参画というも

のをどうするか、あるいはＰＤＣＡの中にどういうふうに議会が絡むかということです。これ
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は児林さんの方からも、チェックはだれが行うのかということで問題提起がありました。ＩＳＯ

というのは、議会がチェックするわけでも市民がチェックするわけでもなく、その審査登録機

関がチェックをする仕組みです。行政というか、自治体のマネジメントの仕組みとして、ＩＳＯ

型の仕組みがはたしてどこまで使えるのか、どういうレベルで使えるのかということがあると

思います。

３点目はＩＳＯと離れるのですが、計画を作る段階、それから運用の段階における市民参加と

いうことです。運用に入った段階で市民の方というのはさまざまな問題意識を持っておられて、

必ずしもベクトルが一致しません。その中で、そういう方たちの意思を尊重しつつ、その基本

計画の理念や目標とどう結びつけてそういう活動を推進していくのか、結局、掲げた目標とは

全然違う方向で市民の方が活動を望んでいる場合、計画の目標を見直すのか、あるいは市民の

活動として勝手にやっていただくのかなどいろいろな問題があるのではないかと思います。

話題提供の方からその３点のうちのどれでも結構ですのでご意見をいただければと思います。

最初に、基本計画のスクリーニングという点で、吹田市では、その実施計画の施策を環境影響

評価された中から選んだということですが、それなりにうまくいったという感じでしょうか。

簡単にお話しいただければと思います。

山中 どういうふうに選んでいこうかでいろいろ考えたわけですが、当然、実行計画、実施計画とい

うものがどこの市の中でもあると思います。そこから、当然ながら環境基本計画に掲げており

ます分をマッチさせるというか、そういう施策事業をとりあえずは選んで抜き出してきたとい

うことです。当然その中で各現課が、例えば「３年でこういう木を植えます」「こういう道路を

何メートル作ります」と挙げていれば好都合ですが、やはり抽象的なものが多く、金銭的なも

のは当然３年の中で挙がっているものが少ないですので、その辺をどういうふうに選び出すか、

スクリーニングするかが困難です。

それは現課と私らの経験でヒアリングというか調整しながら、こういうものを目的にして取り

上げてやっていきませんかということが、総合基本計画で実現していくことになりますので、

そういうふうにうまくピックアップしてきます。当然、影響評価という方法で自主的に決める

ものです。はなはだ好都合な解釈をさせてもらって、評価する、早くいえば点を与えるものは

都合のいいふうにさせてもらいました。要は、３年なら３年、１年なら１年である程度の成果

が出てこないと、やはり行政ですし、税金を使ってやりますので、対市民・対議会からの指摘

等も出てまいります。「できないものにあげるわけには」となってきます。その辺の配点をちょ

っと上手にするというか、そういう工夫も多少行ってきました。

これは基本計画の実施のテコ、あるいは道具、武器と言うのでしょうか、実現についてそれな

りの効果はあるのではないか。私は、それをぜひ使っていきたいと思っています。そういうこ

とで、私どもはマイナーなセクションですので、現課に環境施策をより以上に重点的にやって

いただく。同じ木を植えるにしましても、人口密度の高いところがありますので、緑へのニー
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ズが高く、例えば「町にスギを植えるようなことはやめて」「虫や鳥が来るような木を植えてい

きましょう」ということができるのではないかと考えているしだいです。

中口 川崎さん、児林さん、今の点に関して何かございますか。

児林 ＩＳＯのアセスメントというのは、このルールでいきますと決めて、それを点数制にして、何

点以上とれています、その点のつけ方が影響範囲だとか負荷の大きさであるとかを自分で作れ

るわけです。それを施策のスクリーニングにするというのは多少可能だと思うのですが、施策

を選択するのは首長だと考えていいと思うのですが、その行政のトップが施策を選択するとき

に、その決めた点数で決めるはずはきっとないと思います。政治家としてこれを順番にいくと

いうのを決めていきます。ただ、ＩＳＯを作ったような、例えばルール化して、この点数化を

したものをそのままさっきのスクリーニングで順位付けするというのは、きっとシステムを作

っても機能しない可能性があると思います。「こっちの方が点数は高いのです」「何言ってんだ、

こっちの方が市民にとっては関心が高いのでこっちが優先だ」という選択をして当然ですので、

そういうルールを作ってもきっとルールどおりにはならないというところがあるので、理論的

には可能ですがなかなか使いづらい。「うんわかった。君らの言うとおりだ」と思ってくれる首

長以外の首長の方が環境に対する関心が高い方が多いと思いますので、「使えるのかな」という

気はします。

中口 今の点に関しては、私も環境側面抽出、環境影響評価手法に関して研究をしてきているわけで

すが、まさに児林さんの言うとおり、現実には施策選定、選択というのがＩＳＯの点数付けと

は別のところで決まっているのが実情だと思います。だからできないということではなく、む

しろ私の立場から言うと、その点数付けがある程度首長の判断材料になるような方向に、やっ

ぱり改良していくようにしないと意味がないと考えています。

例えば、その市民の関心の高いことから優先的に施策をやっていくと首長が判断すると、児林

さんがおっしゃったとおりだと思うのですが、だとすれば、その環境影響評価の点数づけで、

市民が重要だと考えることの点が高くなければいけないと思うのです。ただ、今のＩＳＯで使

われている環境影響評価や環境側面抽出の方法は、市民の重要度というのが全く点数として反

映されていない仕組みになっています。ですから、そこは変える余地があるのではないかなと

思っています。

児林 ヒントになるかと思うのですが、公共事業で何を優先的にやっていくかを決められている典型

的な例が岩手県で、評価の仕方が非常にいいと思います。あれは知事が、このルールでいくと、

作れということで作って、それに基づいて試行錯誤しながら選択されているのです。トップが

この方法でやれといって挙がってきたものを採用されています。私は、あれこそトップマネジ

メントによるアセスメントだと思います。要するに、決める人が決めたルールで出たものを、

それに従っているところがありますので、それがヒントになるのではないかと思います。

中口 ありがとうございます。川崎さん、何かコメントありますか。
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川崎 先程、間接影響、直接影響という話もあったのですが、行政なり首長が政策判断する場合に、

市民の行動をともなうような間接影響の部分まではなかなか行政が管理できない。そうすると、

どうしても直接影響の部分に限ってくる。そうするとその直接影響に関係して、その部分に市

民がどれだけ発言なり、関心をもつのかというところがあると思います。ですから、間接影響、

要するに政策影響のところの話と、それからＩＳＯで確実に行政がマネジメントできる部分の

話と切り分ける必要があるだろうと思うわけです。

だから、そこのスクリーニング・ツールとか、そういった市民のアジェンダ設定を受けて、そ

れを施策判断にしていくための仕組みというのもあるのですが、それはＩＳＯの仕組みだけだ

とどうしても直接影響に重みがいきますから、少し別のツールを考えないといけないのではな

いかという気がします。

中口 市民の関与ということに少し議論は進んでくると思うのですが、その前に、先程の２点目の意

思決定です。結局、ＩＳＯでの議会や市民の関与の限界性、あるいは審査登録機関が本当にそ

の地域がわかっているのかという資質の問題があると思うのですが、その辺に関して少し児林

さんの方から補足的な説明をお願いします。

児林 チェックの部分で一番大事なのは、目標に対してそれを把握している人が少ないという話があ

りました。把握できない目標を目標にするからなのです。把握できない目標を目標にしますの

で、当然、把握できないからやらないで終わりますので、あたりまえのことですが、まず把握

できる目標を目標とする。長期的には無理だと思いますが、短期的にはそれが大前提でされる

ということです。自己評価をする必要が当然あると思うのですが、この自己評価が難しいのは

すべての主体が取り組まなければいけないようなかたちになりますと、自己とはだれかという

ことですが、少なくとも行政施策がある場合は施策を担当している、例えばどこかのセクショ

ンの課長がどこかの目標に対しての責任者だというふうに、ＩＳＯの規格みたいなものを作っ

て、そこが毎年自己評価をすると、こうですよというのを当然公表する。

誰がそれをチェックするのかですが、議会はさておいて、例えば市民会議型であれば市民会議

の方でしていただくということも可能でしょうし、審議会でもかまわない。審議会も「審議会

なんて、行政が主導的に作ったペーパーやないか」と一部の人に言われますので、結局、審議

会に任すのもいくら公表しても公開してもそういうことを言われる。であれば、一番簡単なの

はパブリックコメント制度かなと思います。自己評価は意見を言った方のパブリックコメント

をとって、それに対して必ず行政が説明責任を果たして公表していく。こう見直しましたとい

うルールを作れれば、これはすばらしいまさに市民参加、府民参加というかたちになるだろう

と思います。

ただこれが難しいのは、批判的な意見しかこないということがあって、なかなか踏み切れない

ということになると思います。それに答える担当部署が嫌がるとか、行政の中ではよくあると

思うのです。でも、それを突き崩していかないかぎりできないだろうと思います。大阪府であ
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れば、「府民の顔が見えない」と言ってはいけないのですが、府民サイズでものを言っていただ

くところが実際にあるのかということがあります。市町村レベルの中では実際に顔が見える

方々から意見が出てくるでしょうから、そういう意味ではもっと適切な方法が見えてくるので、

うらやましいという気持ちもあります。市民会議を作られるときのパートナーシップでお互い

の顔を知っている同士の方々から意見が出てくれば、いい意見が出てきて、建設的な意見も出

てくるようになります。最初は障壁があっても、市民の方、あるいは事業者の方に意見をもら

って、それを点検とするというふうにすべきではないかと思います。

中口 追加してお聞きしたいのですが、今の話で外部評価の部分は、審議会、市民会議なり、あるい

は府の場合はパブリックコメントということですが、これはやっぱり審査登録機関では無理と

いうことでしょうか。エコオフィス的な部分はさておいて、地域全体に波及するような施策に

関してＩＳＯの仕組みで審査登録機関が外部評価するよりは、そこの部分はやはり市民なり市

民が入った審議会なりがチェックをする方がいいのではないかという考えでしょうか。

児林 エコオフィスのように、目標が必ずあって、それをだれかが必ずマネジメントして、責任をも

って、どういうシミュレーションをして、案やプランはどうしていくというきちっとした規格

に基づいて流れを作ったものを外部審査するのは非常に簡単だと思うのです。「こうする」と書

いてあって、「あなたこうすると言ったじゃないですか、やってないじゃないですか」と言えば

いいだけです。でも、実際の環境施策については、そこのところが非常に見えない部分がある

わけです。だれかにやってもらわなければいけないとか、間接影響に非常に大きな部分が出て

きます。ですから、「これは事業者にやってもらいますよ」とかいって、できるだけ誘導方策を

もって、行政が何かをするとか、市民の方に参加してもらうためにこのワークショップなり開

いてやっていきますよというところで、ある程度あなた任せの部分もあるわけです。そこの部

分を外部審査はだれに対して言ってくれるのかというところです。市民に向かって「あなたた

ち、やるって言ったじゃないの」というふうには言ってくれないわけですから、その外部審査

を審査員ができるような気はしません。そんな能力があればどこかの首長になっているぐらい

の人かと思います。

中口 吹田市の場合は、基本計画の施策がいくつかＩＳＯの目的の基本の中に入っていると思うので

すが、今、児林さんがおっしゃったように、市民が実行しなくてはできない部分というのも入

っているのでしょうか。それとも、市がやればいい、やれば済むというものでしょうか。

山中 市民が、例えばボランティア的にその地域のクリーン作戦ということに取り組んでおります。

したがって、今おっしゃったように、当然責任者は市民ベースなら市民ということになってお

りますが、その辺が、まさか市民団体に「なぜ」ということにはなりません。直接的に言える

のは、部門なり部局の人間でしょう。

中口 豊中市の川崎さんのところは、ＩＳＯによらないでそれができているのかどうかという、その

あたりを話していただきたいのですが、外部評価の部分を審議会とかあるいは中間報告会でや
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っているわけですよね。それが本当にできるのかという話も含めてお願いします。

川崎 中間案の段階で、豊中市の場合、議会の決算委員会の前に公表するのですが、見ていただいた

方は大体わかると思うのですが、もう読む気がしない文章の報告書です。これはこれとして問

題点ではあるのですが。これでどうのこうのという議論には前回の議会の中ではならなかった

のです。本当は議論になってほしかったのですが。

ただ、環境フォーラムというのを行っていまして、首長や各部長級の職員も出ています、関心

のある議員も来られています。そこで、市民がいろいろ課題とか提案とかされます。そういう

のをじっと聞いておられて、それを踏まえて、その次の３月の議会なりでまた問題を提案され

るとか、府議会前に首長なり政策部局といろいろ相談して政策化してはどうかという話をされ

ます。そういったことが可能性としてあるわけです。だから、議員は直接関与しなくてもそう

いったかたちの別のいろいろ関与をするための場、要するに直接市民の声を聞く場があれば、

そういった行動が行える余地があるということが言えると思います。だから、そういう意味で

の可能性はあるのではないでしょうか。

ただ、我々はこの議論をするときにいつも思うのは、オフィスの話をしているのか、あるいは

公共事業の話をしているのか、政策全体の影響の話をするのか、それによって、皆違ってくる

と思うのです。市役所が「私のオフィスのごみを何パーセント減らしましょう」「電気をいくら

減らしましょう」という議論をしているときに、それにあまり市民は関心がないので、「市役所

がごみを減らすならごみ減らせばよい。それは悪いことやないから減らしなさい」となります。

ただ、自分が受けている公共サービスで、例えば「図書館の本が少ない」「環境の本が少ない、

もっと増やせ」という意見なら市民がかなり言うでしょう。あるいは、ごみの政策で、自治体

が「今は５分別しているのを水俣市のように32分別にしたい」と提案したときに、それを実施

したけれども、その結果、市民が協力してくれなくて、それで政策効果が上がらなかった場合

は、これはやっぱり「市民が協力しなかったから悪い」と言えるかどうかということがありま

す。要するに、行政がそういう施策をいろいろしても、結果、ごみが減るか増えるかというの

は市民の協力によるわけですから、市民が協力しやすい政策を役所がどれだけ選んで、うまく

それを発信しているのかということになります。だから、市民が協力しやすい政策を出すとい

うのがポイントでしょうし、もっと言えば、豊中市のパートナーシップという組織で政策を打

ち出せば、市民が自ら自分たちでごみの減量をこれだけにしたいということをアジェンダで作

るわけです。そして、自ら計画を作って、自ら自己決定、自己行動ということをやるわけです。

そういう市民の行動というのはどんどん広がっていきます。とはいっても政策効果としてのご

みが確実に減るかどうかはわかりませんけれども、数値はずっとモニターしていますが、そう

いった行政の施策や市民自身の行動の効果は出ます。

要するに、政策影響を見る場合に、行政が直接的にそのＩＳＯや何かで目標設定しても、やっ

ぱり市民自身がそれをどう受け止めるかということによるわけです。ＩＳＯという一つのツー
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ルで全部市民の行動まで管理することは、これはもうできない話です。だから、アジェンダと

か別の仕組みなりを作って、市民自身が自ら目標を持って行動するような仕組みをどう作って

いくか、市民が掲げる目標と行政が掲げる目標が一致すれば一番いいわけです。多少それはず

れていてもその方向性はある程度一緒の方向を向いていれば可能なのではないかなという気は

しています。

中口 市が政策を作って、外部評価を市民にしてもらうというところから一歩進んで、市民が政策を

作るというか、自分たちの目標を自分たちで考えて自らチェックすると、一歩進むとそういう

かたちになると、豊中市ではそこを目指しているということです。

今、議会の話が少し出たのですが、議会よりもまだ市民の方がそういう点検能力があるとお考

えですか。本来だったら議会がそういう政策の点検をしなければいけないわけですよね。

川崎 右肩上がりのときの、要するにインフラ整備ということが明らかな場合は、議会が結構チェッ

ク機能あったと思うのですが、今の政策は市民の身近な足下の課題に変わってきていますから、

ある特定の地域の利害を代表している、ある特定の業界を代表しているという議員が、なかな

かそういうものをチェックしきれない部分がきっとあるのかなという気はするのです。だから、

それぞれの役割がたぶん変わってきていて、その役割をどうしていくかがこれからの課題です。

多くの人が計画作りや目標作りに関与していくと、最初の段階でその関与がないことにはあと

あとにも責任が持てないでしょう。そういう意味でいうと、池田市が計画作りの段階で議会の

関与を求めていくということは、きっとあとのマネジメントにも議員の方の関与にも責任を持

っていけるのではないかという気はします。ただ、そのときにどういう役割が議会にふさわし

いのか、その辺が少し工夫がいるのではないかという気がします。

中口 ありがとうございます。

もう３点目の論点に話がきていると思います。たぶん、市レベルであれば、そういう直接参加

などの方法が取りうると思いますが、滋賀県や大阪府から話があったように、府県レベルにな

るとそれがどこまで可能なのか。今回はあまり府県レベルの方はいらっしゃらないのですが、

遠方から静岡県の方がおみえになっているでしょうか。静岡県の場合は「環援隊」という非常

にユニークな県民とのパートナーシップ組織をお作りになっていると思うのですが、そのあた

りも含めて少しご紹介願います。

嘉茂 静岡県の環境政策室の嘉茂と申します。「しずおか環援隊」という組織を、昨年、事業者団体、

ＮＰＯ、県民の代表者30名で作りました。確かに市民レベルと県・府の中の位置付けというの

はすごく難しいのかなという気はするのですが、その中で、県の中の環境政策および環境につ

いてどういうふうにしていったらいいだろうかということで会議を持ちました。今年の３月に

「しずおか環境宣言“ＨＯＰＥ”」という行政版と事業所版、県民版ということで、身近にでき

る30項目のチェック表というのを作成しました。環援隊のメンバーも含めて、県民の皆さんに

広げていこうということで位置付けをしています。
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本県も環境基本計画につきましては平成９年に策定しまして、本年度は見直し段階にきていま

す。その中でも、環援隊のメンバーに今月の８日に集まっていただきまして、その基本計画の

羅列してあるものについて意見を聞きました。昨日、環境審議会を行いまして、今、基本計画

の企画部会で行っている報告等をしています。13日～15日に「静岡環境福祉技術展」という環

境フェアー等もあり、その中でも「しずおか環境行動宣言“ＨＯＰＥ”」もします。ＨＯＰＥと

いうのは、Harmony（ハーモニー）のＨ、Obligation（オブリゲーション）のＯ、Paradigm

shift（パラダイムシフト）のＰ、そしてEnjoy（エンジョイ）のＥ、その頭文字をとってＨＯ

ＰＥと名付けました。この場所においても皆さんに環境について考えていただいて、考えるだ

けじゃなくて行動に移ってもらおうと、環援隊のメンバーも、参加呼びかけというのを数多く

の方にしていただきましたので、そういう意味ではパートナーシップで県と環援隊のメンバー

が対等のレベルで行っているかなという気はします。

中口 活動内容については、県の方からある程度「こういうことをやってください」とお願いするこ

とが多いのか、あるいは「こういうことやりたい」というのが自主的に出てきているのでしょ

うか？

嘉茂 前回行いました中では、ＨＯＰＥという環境行動宣言があり、その参加呼びかけをするにあた

り、環援隊のメンバーが県内各地に散らばっていて、消費生活展とか環境フェアがありますの

で、そういうのでやりたいとか、環援隊のメンバーにＮＰＯ法人の代表者の方がいらっしゃる

ので、独自に行動宣言を広げていこうという活動もしております。県においても、こういう事

業がありますのでそのときはよろしくお願いしますということも行っていますが、県が一方的

にやるということではなく、環援隊のメンバーの中で自主的にやっていただくこともお願いし

ています。

中口 ありがとうございます。今、県の役割として少しヒントになるようなものが少し出てきたと思

います。そういう地域に広げていくための市町村とのつなぎ役としての県民の位置付けみたい

なもの、そういうところを県が組織するようなかたち、あるいは基本計画の中に掲げた施策を

直接実行するというのは難しくても、見直しのときに意見を聞く。先程、児林さんの方からも

パブリックコメントなら可能ではないかというご意見もあったと思うのですが、そういったレ

ベルで県民の方にかかわっていただくというものもありうるかなという気もしました。

それで、もう少し市民の方がかなり積極的に活動されているような市町村から少しご紹介をい

ただければと思うのですが、「自主的に市民がこんなことを始めています」というところがあれ

ば、ご紹介いただけないでしょうか。もう１回、池田市という要請もあるのですがいかがですか。

長森 この「エコジャーナル」という本ですが、この本は自主的に集まられた市民で２年半ほどいろ

いろ勉強された中で、自分たちで広めるためのツールを持ちたいということで、こういった冊

子を季刊で作る予定になっています。これは創刊号ですが、これを基に自分たちの活動を広げ

たいと思っておられます。
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どこでも環境に関する団体はたくさんあると思うのですが、それぞれの意識が同じ目標に向か

っていることが多いでしょうが、このエコスタッフというのは募集したわけですから、皆さん

40人とも違ったわけです。それが２年半でやっと自分たちの思いが共通項になられたのです。

市民の中のマネジメントやコーディネーター役、行政とのコーディネーターとかを目指して、

今新たなＮＰＯを目指しているというところです。ですから、大きなことは言えないのですが、

それぞれ自分たちの中の思い、例えば山が好きな方、ゴミが好きな方、環境ホルモンが好きな

方とかいろいろあるのですが、その人たちがみんな集まってやっているというところが、少し

だけ、なんとかの自然の会とかという一つの集まりとは少し違う部分でやっているかなという

ところです。

中口 ありがとうございます。ほかにどうでしょうか。おそらく池田市にしろ、豊中市にしろ、最初

から結構熱心な市民がいらっしゃって、もう何年も前から活動されているという背景があって、

わりと市民が率先して活動していくということに結びついていると思うのです。実際、多くの

自治体の場合はそういう市民の方がいないところが多くて、それでいきなり環境基本計画を作

らなければいけないとか、そういうところが実際問題としては多いのではないかと思うのです

が、川崎さん、何かヒントになるようなことはございますでしょうか。

川崎 おそらく豊中市の場合もそうですが、市民の方はとにかく行政に不信を持っていて、それが普

通だと思うのです。ですからそれが普通だと考えて、市民の中でもわりとやっている方とどう

つながって一緒に行動するかが大切だと考えています。元学校の先生も結構行政の方の知り合

いも多いから、そういうところで結構いると思うので、たぶん行政が知らないだけじゃないか

という気はしますが、そういったところにうまく働きかけていって、最初の不信感を取るよう

なことがうまくできればだんだんと広がっていくのではないかという気はします。

やはり行政が押し付けや描いた絵をぱっと見せて、それでずっと言うことを聞かそうと思って

も絶対にうまくいきませんから、そのときにそれを一回リセットする。それがあれば、市民は

「あっ、リセットしよった」、「一応こいつ信用できる」と見ていただけます。要するに、立場も

考え方もみんな違うわけですから、足がかりをつくりやすい方々にまずアクションしていった

らどうかなという気はします。

中口 ありがとうございます。市民とのパートナーシップはもちろん大事ですが、意外とそれがうま

くいっているところでも、なかなかうまくいかないものとして事業者とのパートナーシップが

あります。企業の環境管理活動と自治体の環境管理活動をどう結びつけていくかというところ

がなかなか悩ましい点だと思うのですが、市内に大きな企業がおられるようなところで、その

辺の状況についてお聞かせいただければと思います。

遠方から来ていらっしゃる方で豊田市の方はいらっしゃいますか。状況をお聞かせいただけれ

ばと思います。

豊田市 私どもの市が去年ＩＳＯを取得して、実は環境基本計画は時代に合わないということで今年
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リニューアル中です。企業とのパートナーシップということになりますと、私、環境部に配属

になりましてまだ２年目で、実はＩＳＯの管理ばかりやっているものですから詳しくないので

すが、環境行政という立場からいえば、旧来の公害防止協定の中でそういった協定を結んでい

るという間柄にはあります。

ただ、企業城下町ですので、環境部というのが新しいものですから、市政全体にいくと非常に

影響力が大きいです。財政だけではなく、当然10年前までは全国的にも若い市と言われていた

のですが、時代の波で高齢化がどんどん進んでおります。そういったところで、企業が環境の

視点だけではなく住民活動全体のパートナーシップにも積極的です。

愛知県というのは俗に言う田舎なのです。それで、人口こそ35万人いるのですが、面積は豊中

市の10倍もあるのです。その自然の中に工場が突然日本全国から来て、昭和50年代は元の住民

と入ってきた住民がなかなかコミュニティーがとれないというところで、実はそこで新しく町

が生まれ変わった経緯があるのです。行政が、古い言い方で言えばばらまき行政だったのです

が、その効果が若干他の市からすればあるのかなというのは、作られたコミュニティーですが、

ゴミの問題についても、そのほかの問題についても、問題はあるのですが、地域がそれなりに

行政のある意味でよき理解者になってきています。その中で、企業の従業員というのも大きな

役割を果たしています。つまり、関連を含めますと７割以上になりますので、当然企業そのも

のもそうですが、市民としても大きなかかわりをもっていると言えます。

愛知県の郡部の市と大阪府で一番違うと感じているのは、豊田市は職員が約2800人いるのです

が、ほとんどが市内在住か周辺の町なのです。当然、名古屋市などに行くと市外の方の職員が

多く私たちは市の職員でもあるのですが、市内の地元に入る場合があるということで、その辺

が若干違うのかと思います。

今日、なぜ私が参加したかというと、実はメインテーマではなく、話題提供のところの「ＩＳＯ

と基本計画のかかわり」を一番聞きたかったのです。ずっと話を聞いていて、総論賛成各論反

対の立場でそれぞれが言われたことに思わずうなずいてしまいました。ＩＳＯはツールとして

は優れていると思います。市役所の中では、今までは縦割りで、庁舎の中では環境といえば環

境部の問題になってしまいます。それは、県庁でも一緒だと思うのです。だけど、まがりなり

にもトップがやれといって一つのルールでやっていくということです。

例えばエコオフィスだろうが、直接影響だろうが間接影響だろうが、それは私にとってみれば

どうでもいいことで、一つの仕組みで上から下まで動くということに、今までにないものをす

ごく感じました。システムとしてはありますので、何も私どもの市もＩＳＯを取得しなくても

よかったのです。それぞれの規律あるルールがある。しかし、環境を機に一回こっちに目を向

けさせ、それは環境部だけがやるのではないというインパクトを与えたと思います。ただ、こ

れは放っておけばすぐに埋没してしまいます。

それと環境基本計画というのは、ある種の今まででいえば「夢」だと思うのです、将来のまち
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づくりですから、その中に実効性を担保するということになると、「現実的な施策」という市民

に目の見えるものということになると思うのです。それをやはり一つの絵では描けないと話を

聞いていて思いました。ＩＳＯのように仕組みで管理できるものは管理できる状態になったら

管理すればいいのであって、夢は夢で語り、それが住民とのパートナーシップの中で実現に向

きつつあるところでかたちにしていけばいいのではないかと思いました。

中口 大変いい意見を言っていただきました。確かにＩＳＯの優れているところは、おっしゃったよ

うに、とにかく今まで環境行政は非常に力が弱かったのを、首長のトップダウンで動く体制を

作りえたことです。外からチェックされるという文化が行政にはなかなかなかったところを大

きく変えたということで、これはやはり特筆に値するべきものかと思います。それをＩＳＯな

しでできえたのかということです。要するに、ＩＳＯに頼らずにこれからＥＭＳを、いいマネ

ジメントシステムを構築しようというところであっても、他の自治体でそのＩＳＯを使ってい

るところがあるのと、全く一つもない状態では全然違うだろうと思います。ＩＳＯの前例があ

ることで、そのＩＳＯに頼らないマネジメントシステムも構築しうるような時代にきたのでは

ないでしょうか。

そのあたりも含めて何かご意見があれば出していただきたいのですが。

長森 府県レベルと市町村の話ですが、市町村で基本計画などを作ると必ずパーセント、特に省エネ

ルギービジョンなどでいきますと何パーセント削減とか出てきます。あるいは、基本計画でも

担保するとなると、やはりそういう必要も出てきます。それの集合体としての都道府県という

のはないのでしょうか。都道府県というのは当然、都道府県の中で何パーセントとかいろいろ

決められます。そのときに向かわれるのは、たぶん府民だったり県民だったりするのですが、

その間に市町村というのがあって、そこの整合性をどのようにお考えになるのかずっと気にな

っています。

中口 市町村の目標を積み上げていったら、本来は府の目標になるはずだということも含めてだと思

うのですが、児林さん、いかがでしょうか。

児林 おっしゃる数値目標は、当然、府県レベルで大阪府の場合はすでにもっているものが多いと思

います。それが市町村単位に数字があるわけではありません。これだけのものの活動に対して

原単位方式でかけていったりしますので、それを市町村レベルで考えていけばいいのでしょう

が、ただ、同じ方法、同じ指標を使えば整合性はとれているかたちになると思います。ただ、

各市町村の足し合わせでそういうふうになるかというと、目標がない市町村もありますので足

し合わせでは決してできません。足せるものとクエスチョンマークのものが当然ありますから

できません。ただ、府域全体での目標値はすでにあって、何をすべきはありますから、それを

整合性と見るか、上から押し付けられてると見るか、せっかく市町村がされるものはされるも

のとして全体として把握している府県の考え方だということでご理解いただくことになると思

います。
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中口 環境情報のレベルでの共通化みたいなものがもう少しできればいいと思います。例えば市町村

レベルでＮＯｘの排出量とかを算定しようと思うと、それだけでものすごい労力がかかります。

それを府の方で、自動車公害防止計画とかで一応５年ごととか、市町村別に排出量を算定し、

それを各市町村に提供するということがもっとあってもいいと思うのですが、どうでしょうか。

児林 可能だと思うのですが、例えばそれを道路一本でみているわけです。道路一本をどこで区切る

かです。この市町村はここでという区切り方をするのでしょうか。交通全体のネットワークの

中で排出量を算定します、それで他府県との間で境界条件をもっていくわけです、すべての市

町村が境界条件をもっていくことに府県レベルではきっと意味がないと思います。基礎データ

がありますから、それと同じ手法でやられるのであれば情報はお渡ししますし、全部データは

ありますから、それぞれを切り割っていくことだと思いますが、ただそのＮＯｘ排出量全体を

見たときに、それが切り口になったときに、それを市町村レベルで切り割っていこうというふ

うに皆さんお思いなのでしょうか。そこがちょっと気になります。

中口 たぶん、そうせざるをえないのだと思います。それは今、計画目標の本質の部分をおっしゃっ

ていて要するにその大気汚染対策みたいなものが一市町村でできるのかどうかと、目標設定を

立てても結局、通過交通が８割の地域で目標設定しても意味がないのではないかという、その

本質論に戻ってくると思うのですが、その辺を川崎さんのところは計画の中でどういうふうに

考えていますか。

川崎 一応、大阪府に行きまして、その基礎データをもらいました。少なくとも市町村ができるのは、

やっぱり市道というレベルで、府道とか高速道路とかはできないですから、そのレベルのもの

を対象にして考える。そのような考えで切り分けたのかと思っています。

中口 吹田市の場合は通過交通が非常に多いと思いますが、その辺をどういうふうにお考えになって

いますか。

山中 私はあまりＮＯｘとか詳しくはないのですが、環境基本計画の中で大体どこの市町村も国の環

境基準をすぐ適用されていると思いますが、私ども、ＮＯｘに関してはもう一段厳しいことを

乗せておりまして、常に「具体的にはどうなるのか」ということにすぐになってしまって、率

直なところ困っています。名神と中国道が走っておりますし、市道レベルでどのぐらいか。こ

れはあくまで、「こういう街にしたいなという理想を描いているだけ」と言わなくてはしようが

ないのかと。ちょっとＮＯｘは特殊な事情、過去の公害審議会といっていた時代からあったよ

うで、かなりシビアなものに実のところなっています。そして、市町村レベルでその具体化は

どうしようもないなというレベルです。

中口 運輸部門のCO２排出量の目標設定をするとすれば、またこれも全く同じ問題になるわけで、特

に運輸部門の温暖化対策に関しては、市内の方がいくら車に乗る機会を減らすとかアイドリン

グストップとか努力しても、通過交通が増えてしまえばいっぺんにその目標が吹っ飛んでしま

うという難しさがあると思います。
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それで、皆さんにお尋ねしたいのですが、地球温暖化対策の実行計画、これは法定の温暖化対

策基本法に定められている実行計画です。義務付けられた実行計画を策定済みの自治体はどれ

くらいいらっしゃいますか？

それでは、今の策定中だという方は？

一番前の方にどういうところがそのときに苦労されているかということをお聞きしたいのですが。

園田 枚方市の生活環境課の園田と言います。

実行計画については、今データの収集の最中という状況です。ＩＳＯ認証取得の取り組みをし

て、この10月の１日～２日が最終の審査の段階です。ひとまずそちらの方へ担当がシフトして

いますので、実行計画についてはＩＳＯ認証取得後、具体的な内容にとりかかるということに

なっています。データ収集で難しい点が、いわゆる電気の使用量で市道とか街路灯の問題をど

うするか、あとゴミのプラスチックの含有でかなり苦労しています。

中口 ＩＳＯの場合は、本庁舎だけに限ることもできるので、わりと電気の使用量とか算定しやすい

のですが、実行計画になると今度はすべてのものが含まれているので、今お話があったような

街路灯とかそういう定額の電力をどう把握するのかということは非常に難しい問題だと思います。

こういった情報交換、市町村、あるいは府と市町村の情報交換をしながら環境政策を進めてい

くというのは非常に重要だと思うのですが、そのあたりで環境自治体づくりネットワークの一

員である池田市の乾さんの方から、活動についてお話をいただきたいのですが。

乾 私どもは、「環境自治体づくりネットワーク」というグループを作っています。平成11年度に財

団法人大阪府市町村振興協会が主催しました「ＩＳＯ14001を中心に環境自治体づくり」という

共同研究を行いましたが、その参加者が主なメンバーで、現在６名で活動しております。平成

12年度より２年間の共同研究を行っておりますが、今回のワークショップにつきましては、私

ども研究会の目的である環境自治体づくりに関する資料作りにもなっております。環境部門に

属していないメンバーもおりますので、具体的に各地の事例をお伺いいたしまして非常に勉強

になりました。

中口 ありがとうございます。環境自治体作りという目標が、環境自体会議の目標とも一致したので、

今回ジョイントさせていただいたわけです。

最後に、環境自治体作りの今後の方向等も含めて、事務局長の須田の方から一言コメントをい

ただきます。

須田 お話を聞いていて、僕は市民運動出身の人間ですから、自治体と市民の間に距離が生まれてし

まうということが一番大きな問題であります。それで計画と参画の問題というのは、1970年ぐ

らいから各自治体でさまざまな苦労をなさりながら、市民が参加をしてどうやって作っていく

か、議会との関係をどうしたらいいかというのがあったわけです。一番大きな問題は、目標を

実際に設定して、それを実現していくプロセスの問題になってくるわけです。市民の意識が低

いから目標が達成されないのか、あるいは人、金、物の資源が足りないから目標が達成されな
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いのか、あるいは自治体という制度、そういう仕組みがよくないから目標が達成されないのか、

あるいはそういうものを全部支えている法制度や社会の仕組みが悪いから目標が達成されない

のか、そういうことを一つ一つ本当は点検していかないと、自治体の計画が実現可能性に傾斜

してしまった瞬間に、実につまらないものになるわけです。

私たちが実現しようと思っている環境自治体の概念というのは、ある意味では社会的な仕組み、

あるいは自治体の仕組み、そういうものを環境に合わせて変えていくことを一番の大きな目的

にしておりますので、ある意味ではチャレンジをする、計画で変えていく、そういう意味では

ローカルアジェンダの方を重視しながらそこに自治体計画をうまくミックスしていく、それか

ら市民が参加することによって市町村の計画をリードしていく、市町村の計画が都道府県の計

画をリードしていく、そういうような道筋を描いているわけです。現実に、自治体がそういう

ふうにうまく動いているかと言いますと、どこもここも今お金はない、まだまだ権限はない、

それからエネルギー政策については全くどうしたらいいかわからない、環境政策でも、実質的

な環境政策を進めるにあたっての法制的な権限はない、そういうところでお困りになっている

と思います。それをぜひ、自治体型の市民運動を展開しながら新しい文化を作っていければい

いと思いまして、今日私は、大阪府の方、豊中の実験、それからおっしゃられるような非常に

遠慮がちなレポートをなさりましたけど、さまざまな地域の実験を聞いていて、やっぱり関西

の自治体というのは本音の部分がかなりあると思いまして大変勉強になりました。これからも

よろしくお願いしたいと思います。

最後に枚方市の取り組みについて説明させていただきます。環境基本計画とＩＳＯの取り組みの前

に、まず枚方市の総合計画について若干説明します。第４次の枚方市総合計画、基本構想、基本計画

が平成13年２月に作成されました。この基本構想では、まちづくりの基本目標を六つ定めています。

その第１番目として、人と自然が共生する環境保全のまちを挙げています。これは資源を循環させ、

環境を大切にするまちをつくる、そして健康に生活できる安全な環境をつくる、それから自然と仲良

く暮らすまちをつくるという方向を示しております。この目標を今後のまちづくりにおけるすべての

分野で綱領とする基本目標と位置付け、環境重視の姿勢を打ち出しております。

なお、総合計画の基本計画では資源循環、エネルギーの有効活用、大気、水、土壌の自然環境を大

切にした交通体系をはじめとした環境問題についての取り組みの方向を示すとともに、行政はＩＳＯ

14001に取り組むなど、すべての活動に長期的かつ総合的な視点で環境視点を取り入れ、かつ率先的に

37

「環境自治体づくりワークショップ」報告

枚方市の事例紹介 

 

 
 

枚方市環境対策部環境政策室生活環境課課長補佐　  



環境に配慮した行動をしようとしています。

この総合計画を環境面から補完するものとして、環境基本条例に位置付けられた環境基本計画を総

合計画と同じく平成13年２月に策定しました。環境政策の目標となる望ましい環境像としては、良好

な環境が確保され、これを将来の世代へと継承していくまち、環境への負荷が少なく持続的に発展し

ていくまち、多様な生態系と豊かな自然が保全されている人と自然とが共生するまち、地球環境保全

を積極的に推進するまちを設定し、この実現に向けて、人の健康の保護および生活環境の保全、人と

自然の共生、安全で良好な都市環境の形成、快適な環境の創造、循環を基調とする社会システムの実

現、それから、地球環境の保全という基本方針に沿って施策を展開するというかたちになっておりま

す。

また、計画の進行管理として、Plan－Do－Check－Actionという目標管理の仕組みを確立するとし

ております。

一方枚方市役所では、ＩＳＯ14001の認証の取得に向けて取り組みを進めており、この10月１日～２

日の２日間にわたって認証機関の審査を受けることになっています。サイトとしては市役所の部局の

うちゴミ・し尿の収集処理、下水処理、市民病院の医療部門、給食調理場、幼稚園、小・中学校を除

いて全部局を対象にしております。

枚方市の事務事業のうち環境に影響を与えるもの、および与える可能性のあるもの、これを環境側

面といいますが、この環境側面を大きく２つの体系に分類しました。１つ目は環境保全事業として環

境基本計画にかかわる施策、２つ目は環境負荷活動としてすべての事務事業のうち環境に影響を与え

るもの、この２つの環境側面についてそれぞれの目的および目標を設定して、環境に与える影響の削

減と環境基本計画にかかわる施策を推進しております。

目的および目標の達成を図るため、各課で事業実施の基準書を作成し、それに基づき実行するとと

もに、四半期ごとに点検を行い、環境管理責任者である環境対策部長に報告することになっています。

環境管理統括者である市長は、目的・目標の達成度、内部環境監査の結果、新規の法規制などをもと

に、環境方針、目的、目標などについての見直しを行い、次年度の実施にあたって必要な施策につい

て指示を出すことになっています。以上が現在の状況です。

ＩＳＯ14001に基づく環境マネジメントシステムを構築する中で、各課が自らの仕事の中で環境に及

ぼす影響を考えることになるため、事務事業に環境の視点を取り入れるという考え方が徐々に浸透し

ております。すべての行政活動に環境視点を反映させ、また環境パートナーシップの推進や環境団体

との連携、環境教育などを進め、市民、事業者、行政が責任と役割を明確にしながら協同して取り組

むことが必要と考えております。
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環境自治体づくりアンケート結果

平成11年度の共同研究時には、大阪府内の市町村及びＩＳＯ先進都市に対しI S O 1 4 0 0 1認証取得

や環境行政の現状についてアンケート調査を行った。本アンケート結果は、前述と対称的に

I S O 1 4 0 0 1を認証取得しないで独自の環境管理システムを構築し、運営していく自治体を対象にア

ンケート調査を行ったまとめである。

Ⅰ　大阪府内調査結果について

大阪府内44自治体に８月中旬から10月中旬にかけアンケート調査を実施し、32自治体から回答があ

った。なお、回収率は前回調査時（99年：共同研究調査時）41自治体で93％、今回調査73％と回収率

が低下した。

アンケートの内容は別紙のとおりで、環境管理システムに関して ① I S O 1 4 0 0 1への取組状況、

②数値目標の設定、③事業範囲、④数値目標に関する項目、⑤推進体制担当者数、⑥推進体制の責任

者の範囲、⑦監査の実施体制、⑧監査評価者、⑨環境報告書の有無、⑩環境改善の仕組み、⑪住民関

与の可否、⑫独自の環境管理施策の有無について調査を行った。なお、自治体からの回答を基に、前

回の共同研究調査時と今回における回答状況について同じ質問をした箇所についての比較を行う。

① I S O 1 4 0 0 1認証取得検討状況については、前回調査時は認証取得済みの自治体はなく（大阪

市が12月に認証取得を行ったが調査時点では作

業中であったため）作業中が１自治体、検討中

が６自治体、合わせて７自治体であったものが、

今回調査は２自治体が認証取得済み、作業中が

５自治体、検討中が２自治体であり、前回調査

時調査で検討中以上の回答を寄せた自治体が確

実に環境自治体づくりを進捗させていることが

伺える。なお、府内で１割を超える自治体が01

年度末にはI S O 1 4 0 0 1の認証取得を完了する

予定である。（図－１参照）

また、未定と回答した自治体は前回調査時28自治体で68％、今回調査は17自治体53％であり、

依然として環境自治体への取組の方向性を決めかねている自治体が多数を占めていることが伺える。

なお、認証取得を行わないと回答した自治体は、前回調査及び今回調査とも６自治体であり数

値の上での変化はない。なお、I S O 1 4 0 0 1の認証取得を行わない自治体は、独自施策を展開中

であるか若しくは構築中と考えられる。
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図－１ 

ＩＳＯ認証取得検討状況比較（９９’内円－０１’外円） 

取得済み 

作業中 

検討中 

未定 

考慮しない 28
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② 環境管理システムに数値目標を設定している自治体については、14自治体（44％）が数値目標を

設定し、５自治体（16％）が数値目標を設定していなかった。未記入の自治体は13（40％）であった。

③　数値目標に関する項目について以下の例示でアンケートを行い12自治体から回答があった。

a 大気環境、s 水環境、d 土壌環境、f 緑被率、g ごみ発生量、h 光熱水費使用量（電

気、ガス、水道等）、j 燃料（ガソリン等）使用量、k 用紙類使用量、l その他

この結果、a～dの環境指標に関する数値目標の設定を行っているのは今回調査で

I S O 1 4 0 0 1審査登録にむけて作業中の１自治体であった。これ以外の回答のあった10～12の自

治体での数値目標の設定内容はいずれもh～kの発生・排出抑制に関するものであった。なお、

これらの発生・排出抑制を数値目標に掲げる自治体のうちlその他に関して、温室効果ガス排出

量の抑制を行っている３自治体が、またグリーン購入への取組を行っている２自治体が例示を挙

げて回答を行っている。

④ 環境管理システムが対象としている事業範囲については、１自治体が事業・事務・政策全般、

11自治体が事務・事業全般、１自治体が事務全般と回答を行っている。

⑤ 推進体制担当者数については、変動が多く最大で51人、最少で1.5人であり最頻値は２人が５自

治体で、ついで４人が４自治体であった。なお、ＩＳＯを既に認証取得した自治体で回答がなか

ったものがあり、データとしての正確性には期待できないものがある。

⑥ 推進体制の責任者の範囲については、首長と回答してきたのが10自治体で、ついで助役が３自

治体、以下環境関連部局長が１自治体であり、政策の意思決定者が最も多かった。

⑦ 監査の実施体制については、内部監査を実施する自治体が11自治体、外部監査による実施が３

自治体で、外部監査者は具体的には環境審議会やＩＳＯ審査登録機関である。

⑧ 監査評価者については、職員あるいは環境管理システムにおける委員会が８自治体で最も多く、

ついで首長が行う３自治体、その他２自治体の順となっており、合議制による評価システムを取

り入れている自治体が多かった。

⑨ 環境報告書の有無については、有りと回答してきたのは９自治体で、10自治体は無しと回答し

てきており、環境評価を外部公表することに関する取組は、今後の課題と考えさせられる回答で

あった。

⑩ 環境改善の仕組みについては、ＰＤＣＡの考えに基づくデミングサイクルを取り入れていると

回答したのは10自治体で、８自治体は取り入れていないという結果となった。

⑪ 住民関与の可否については、住民が関与できるシステムと回答したのが３自治体で、16の自治

体は関与できるシステムになっていないと回答している。ＩＳＯを認証取得した２自治体が関与

できないと回答しており、ＩＳＯのシステム自身の問題と考えられる。

⑫ 独自の環境管理施策の有無については、５自治体が実施している旨回答しており、温暖化行動

計画が３自治体で、エコオフィス・省エネが２自治体であった。また、16自治体は独自の環境管

理施策は講じていないという回答であった。
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Ⅱ　全国調査結果について

平成７年１月以降に環境基本計画を策定した全国の94自治体（大阪府内５自治体を含む）に対し、

８月中旬から10月中旬にかけてⅠ．大阪府内アンケート調査と同一内容の調査を実施し、58の自治体

から回答があった。

アンケートの内容はⅠと同様であるため解析結果に入る。

① I S O 1 4 0 0 1認証取得検討状況については、12自治体が認証取得済み、作業中が10自治体、認

証取得予定が３自治体であり、認証取得を行わないと回答したのは８自治体で、未定と回答した

のは24自治体であった。

② 環境管理システムに数値目標を設定している自治体については、44自治体（76％）が数値目標

を設定し、７自治体（12％）が数値目標を設定していなかった。未記入の自治体は７（12％）で

あった。

③　数値目標に関する項目について以下の例示でアンケートを行い44自治体から回答があった。

a 大気環境、s 水環境、d 土壌環境、f 緑被率、g ごみ発生量、h 光熱水費使用量（電

気、ガス、水道等）、j 燃料（ガソリン等）使用量、k 用紙類使用量、l その他

この結果、a～k全ての項目を指標としているのは２自治体であり、いずれもＩＳＯ認証取得

に向けて取組中の自治体であった。また土壌を除く環境指標a及びsを指標とする自治体は７自

治体、土壌まで含めたa～kの環境指標を設けているのは３自治体であった。gのごみ発生量を

指標としているのは35自治体、hの光熱水費使用量を指標としているのは40自治体、j燃料（ガ

ソリン等）使用量の指標を設けているのは38自治体、k用紙類使用量については36自治体であっ

た。この傾向は大阪府内の自治体と同様に数値化可能で、かつ容易に取り組めるところから数値

化を図る傾向が伺われる。なお、これらの発生・排出抑制を数値目標に掲げる自治体のうちlそ

の他に関して、温室効果ガス排出量の抑制をおこなっている16自治体が、またグリーン購入への

取組を行っている２自治体が例示を挙げて回答を行っている。

環境管理システムが対象としている事業範囲については、２自治体が事業・事務・政策全般、

22自治体が事務・事業全般、３自治体が政策全般、７自治体が事業全般、12自治体が事務全般と

回答を行っている。

④ 推進体制担当者数については、比較的変動が少なく10人が１自治体、７人が１自治体、５人が

３自治体、４人が７自治体、３人が10自治体、２人が15自治体、１人が９自治体であった。

⑤ 推進体制の責任者の範囲については、首長と回答してきたのが22自治体、ついで助役が14自治

体、以下環境関連部局長が10自治体、その他１自治体であった。この傾向は、大阪府内と同様に、

政策の意思決定者が最も多かった。

⑥ 監査の実施体制については、内部監査のみを実施する自治体が38自治体、内部監査と外部監査

を実施する自治体が７自治体、外部監査のみを実施する自治体は２自治体、外部監査を実施する
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機関を環境審議会に委ねている自治体が３自治体あった。

⑦ 監査評価者については、職員及び環境管理システムにおける委員会が26自治体で最も多く、つ

いで首長が行う９自治体であった。なお、住民が行うと回答したのは１自治体、環境管理システ

ムにおける委員会と議会が実施すると回答したのが１自治体でこの点は説明責任を明らかにして

いるところが注目される。

⑧ 環境報告書の有無については、有りと回答してきたのは19自治体で、31自治体は無しと回答し

てきており、環境評価を外部公表することに関する取組は、大阪府内と同様に、今後の課題と考

えさせられる回答であった。

⑨ 環境改善の仕組みについては、ＰＤＣＡの考えに基づくデミングサイクルを取り入れていると

回答したのは27自治体で、17自治体は取り入れていないという結果となった。

⑩ 住民関与の可否については、住民が関与できるシステムと回答したのが21自治体で、24の自治

体は関与できるシステムになっていないと回答している。大阪府内よりも住民関与に関する仕組

みづくりが進んでいる傾向が伺える。

⑪ 独自の環境管理施策の有無については、14自治体が実施している旨回答しており、温暖化行動

計画が３自治体、エコオフィス・省エネが１自治体あり、環境管理計画あるいは率先行動計画に

よるものが８自治体、その他２自治体であった。なお、30自治体は独自の環境管理施策は講じて

いないという回答であった。

Ⅲ　大阪府内調査と全国調査との比較

まず、環境管理システムに数値目標を設定しているか否かという設問に着目すると、数値目標を設

定しているのが府内で14自治体（44％）で、全国では44自治体（76％）であった。また、数値目標を

設定していない自治体が府内は５自治体（16％）で、全国で７自治体（12％）であった。このことよ

り環境管理システムの数値化に関する、全国的な動向と府内の乖離は伺えなかった。なお、未記入に

関しては、府内が13自治体（40％）で、全国では８自治体（14％）と乖離が見られた。

次に、数値目標に関する例示事項については、環境質全般を数値化する自治体は府内が２自治体で、

全国では緑被率を含め16の自治体が環境質を数値目標に掲げており、府内自治体にとって今後、環境

質を数値化して行くことが環境施策の進捗状況を明らかにする大きな課題となることが考えられる。

また、環境報告書の有無については、府内で９自治体（47％）が有り、全国は19自治体（38％）が

有りと回答しており、この点については、府内自治体の方が情報公開に関しての説明責任は進んでい

ることが伺えた。

最後に、住民関与の可否についてであるが、府内では３自治体（15％）が関与できると回答し、全

国では21自治体（43％）が関与できると回答している。この結果より、府内自治体がかかえる課題と

して「意志形成過程における住民参加の重要性」があげられる。
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環境自治体づくりアンケート結果集計表

１．ISO14001について 

２．数値目標の設定 

３．事業範囲 

４．数値目標項目 

５．担当者数（平均） 

６．推進体制のトップ 

７．監査の実施体制 

８．監査の評価 

９．環境報告書 

10．デミングサイクル 

11．住民関与 

12．独自の施策 

 

 

環境自治体づくりアンケート結果集計表 

 

１） アンケートの送付と回答期日：平成13年９月19日、平成13年10月12日。 
２） アンケートの回収について 
　　　府下：大阪府内44市町村に送付し、32市町村より回答。 
　　　全国：平成７年１月以降に環境基本計画を策定した全国94市区に送付し、58市区より回答。 
３） I S O 1 4 0 0 1を認証取得している場合でも、取得後間がない場合は有効回答として計上。 
 

平成13年度調査　　　　　　　　　　　　　　　　　（数値は自治体数、設問内容については別紙参照） 

 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ 回答数 
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選択回答番号 

 
設 問 番 号  

 
府内 

全国 
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全国 
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全国 
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府内 

全国 

府内 

全国 

府内 

全国 

府内 

全国 

府内 

全国 

 

2 

12 

14 

43 

13 

36 

2 

8 

7.3 

2.8 

10 

22 

11 

38 

0 

1 

9 

19 

10 

27 

3 
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5 

14

5 

10 

5 

7 

12 

31 

2 

9 

 

 

3 

14 

3 

9 

0 

1 

10 

31 

8 
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16 
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2 

3 
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5 

1 
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1 
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3 
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1 

1 

4 

1 

1

6 

8 

 

 

 

 

1 

8 

 

 

0 

1 

 

 

2 

10 

 

17 

24 

 

 

 

 

11 
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6 
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32 

57 

19 

50 

13 

46 

14 

44 

14 

47 

14 

47 

14 

47 

13 

47 

19 

50 

18 

45 

20 

49 

22 

45

 

 

 

 

 

 

13 

40 
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13 
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12 
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和泉市のＩＳＯ１４００１認証取得にあたって

和泉市ＩＳＯ担当 一坊　達美

１．何から手をつけたか

平成11年３月に開催された市議会定例会で「ＩＳＯ１４００１」の認識について質問があり、市長が

「ＩＳＯ１４００１」について全庁的な認識・理解を深めた上で、早い時期に対応したいと表明、４月１

日付けで企画調整課に１名の職員がＩＳＯ担当という立場で配置され、先進事例都市のデータ収集や

コンサルタントの採用などの検討を行ってきた。

そして、平成12年３月に開催された市議会定例会において市長が市政運営方針の中で、13年度中に

ＩＳＯ１４００１の認証を取得していくことを表明、４月１日付けで職員１名の増員と１名のアルバイト

が配置され、ＩＳＯ１４００１の本格的な体制が整った。

当初は、コンサルタントの採用も検討されたが、「ＩＳＯ１４００１」の認証取得は「取得すれば終わ

り」というシステムではないという立場から、市長は「職員がＩＳＯ１４００１に自ら実践することが重

要である」と指示し、コンサルタントの採用は見送られた。

その結果、担当課としてＩＳＯ１４００１の認証取得を早期に進めるために、６月２日に15名によるプ

ロジェクトチームを発足させ、環境マネジメントシステムの構築に努めてきた。また、部長会を開催

し全職員に協力を要請するとともに、平成13年１月５日、市長が職員に対しキックオフ宣言を行った。

担当者は、先進都市の視察やＩＳＯ１４００１の仕組みを理解するために、教育機関への派遣などを中

心にスタートし、また、審査登録機関とＩＳＯ１４００１の認証取得でのスケジュールや手続き等につい

て協議を進めてきたが、ＩＳＯ１４００１の全体のイメージをつかむまでにはかなりの時間を要し苦労した。

２．何がポイントか

本市における職員の環境意識は充分でなかったこともあり、環境教育を通じて意識の向上を図りつ

つ、ＩＳＯ１４００１の取組を進めなければならないという現状であった。

ＩＳＯ１４００１の認識についてもゼロからの出発という状況を考慮し、組織の実態に則した仕組みを

構築することが重要であるという共通認識のもとで作業を進めてきた。

そのため、組織としてＩＳＯ１４００１の構築にあたっては、あせらず無理をしないで既存のシステム

の活用も図りつつ、実態把握が可能な範囲内において職員が積極的に取組めるようなシステムをつく

ることを基本方針に掲げ取り組んできた。

また、マニュアル等の作成についても担当者間の共通作業として位置付けし、またプロジェクトチ

ームの参画によるチェック体制も充実し、事務局が作成したスケジュールに沿って順調な仕上がりと

なった。
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３．登録範囲をどうやって決めたか

本市の登録範囲は、第１段階として事務活動を中心に管理体制も共通できる組織の範囲で、また、

費用対効果において最小の経費で最大の効果が得られる範囲とし、システムが一定成熟した段階にお

いて、順次適用範囲を拡大していくことにした。

第１段階では、本庁、新館、別館、市民会館、水道部本庁舎を範囲とした事務事業等に関連する環

境保全活動に適用することにした。

４．職員への啓発はどうしたか

本市では、市長がＩＳＯ１４００１の認証取得を表明したのち、全ての職員を対象に研修会を開催する

とともに、幹部職員、各担当者レベルの研修を行い知識を深めてもらった。

また、ＩＳＯ１４００１の要求事項でもある内部環境監査委員の任命と、専門的な知識を要する内部環

境監査員に対し研修も実施した。

さらに、職場に中心的なメンバーとなる環境推進責任者（課長）と環境推進委員（係長）の職員を

集め、環境マネジメントシステムを適切に運用していくために、作業説明会をその都度実施し、環境

目的・目標の達成のための意志統一に努めた。そして、具体的な取組については環境推進責任者が中

心となって職員に対し周知徹底を図り、ＩＳＯ１４００１を認証取得するための理解と協力を求めた。

また、啓発活動の一環としてＩＳＯ通信を発行し、各職場での取組などを取材した最新報告を発信

してきた。

５．一番苦労した点は

ＩＳＯ１４００１の運用開始にあたり、職員の環境意識の向上が最も重要な事項となることから、職員

研修に力を注いできた。

また、環境マネジメントシステムの推進は、職場の中心的な役割を果たす環境推進責任者（課長）

等の責任も重く、そのためにマニュアル等の改訂毎に事前説明会を開催するなど周知徹底を図ってきた。

これは、審査登録機関による審査毎にマニュアル等の改訂がよぎなくされ、職場で一定浸透した活

動内容等に修正をかけなければならない事態も発生し、職員からの不満を伴うケースもあった。

また、運用開始から本審査まで４ヶ月程度の短期間での取組となり、今日おかれている環境行政の

あり方や、ＩＳＯ１４００１の認証取得をするための意識や必要性について充分に職員に周知徹底ができ

る体制になっていなかったことも結果的にはＩＳＯ１４００１の取組にあたっての反省材料となった。
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６．システム維持に配慮すべき点は

本市は、平成13年11月14日付でＩＳＯ１４００１の認証を取得した。その後、職員の間では安堵感も広

がる傾向もあったが、環境に対する意識の向上やシステムにおける認識を低下させないために、12月

に再度代表環境推進者（部長）、環境推進責任者（課長）、環境推進者（係長）を集め、環境マネジメ

ントシステムの推進を図るために会議を開催し、周知徹底を行ってきた。

システムの維持には、マニュアルに示されている役割と責任を明確にし、組織が決めたマニュアル

に基づいて実行部門の長が責任を持って取組ができるシステムを構築することが最も重要な事項であ

る。また、部門の長に対し、定期的に指導助言点検等ができる体制を確立することが望ましい。

なお、息の長い取組を進めていくためには、職員の環境意識の改革と合わせて少しずつ改善してい

くことがＩＳＯ１４００１を定着させていくことになるのではないだろうか。

７．認証取得の感想とアドバイス

ＩＳＯ１４００１の認証取得にあたっては、各自治体にそれぞれ特色があるようにシステムにも各自治

体の独自性を発揮する方向で検討するべきであり、環境保全活動の取組に際し、費用対効果や組織体

制、職場環境なども考慮して検討すべきである。

特にＩＳＯ１４００１は、全職員の参加は不可欠であり、そのために教育などを通じて意識啓発を図る

とともに、トップの強い意志決定が必要である。

また、ＩＳＯ１４００１の認証取得を最終目的とせず、出発点という立場で環境マネジメントシステム

を構築することが重要である。

なお、認証範囲を本庁舎の事務活動を目的としての直接影響だけでなく、間接影響の範囲も含めマ

ネジメントする必要がある。
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本書のまとめとしての提言

１．ISO14001の有意性を認めた上での認識

平成13年７月末現在において、ＩＳＯ１４００１を認証取得した自治体は全国で234となり、ISO14001

が優れた環境マネジメントシステムであることが認識されてきたことから、今後もさらに増加するこ

とが予測されます。私たち環境自治体づくりネットワークでは、平成11年にＩＳＯ１４００１を通じた環

境自治体づくりについて共同研究を実施し、とりまとめを行いました。現在ではＩＳＯ１４００１の有意

性を認めた上で、ＩＳＯ１４００１規格について次のような認識を持っています。

a ＩＳＯ１４００１は環境管理を進めていく上で実効性のあるツール（道具）として用いることが

できる。

ＩＳＯ１４００１は、職員の環境教育をしながら短期間で統一的にシステムを構築していくため、

環境管理を行うにあたり強力な手段となります。しかしながら、認証取得するにあたり多大の労

力を要し、取得後はシステムの継続のみに意識が集中するため、地球環境保全という本来の目的

を見失う可能性があります。

ＩＳＯ１４００１を採用する場合には、システムを単独で動かすのではなく自治体の持つ環境基本

条例や環境基本計画、率先行動実行計画、地球温暖化防止実行計画などとリンクさせ、またその

計画の実行手段として用いることで効果を100％発揮させることができると考えられます。

s 環境負荷の大きい清掃工場、下水処理場、危険・有害物質を使用若しくは貯蔵する施設などが

認証取得することは、環境負荷の軽減をはかるとともに、危機管理の上でも大きな効果が期待で

きる。

法遵守、手順の文書化・明確化、自主的・積極的で継続的な環境負荷の改善は、事業所を対象

として作られたＩＳＯ１４００１を採用するにあたりもっとも効果的な活用法です。

d エコオフィスから市町村全域へサイトを広げた場合、住民参画が欠如している。

地域全体の環境配慮を目的としてＩＳＯ１４００１を採用する場合、システムを短期間で作り上げ

るため地域住民の理解や協働が難しくなり、住民の参画が課題となります。そのため、ＩＳＯ１４００１

より環境基本計画を優先して作り上げようとする自治体もあります。

f 現状の審査登録のシステムでは費用がかかりすぎること、システムの構築が煩雑すぎるため構

築に際し職員の負担増となることが課題である。

システム構築に際し職員の負担を増加させ、また多くの費用を費やすこと（継続的に費用支出

を伴う）は住民規模の小さい自治体には負担が大きく、このためＩＳＯ１４００１を採用しない自治

体もあります。
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g ＩＳＯ１４００１を認証取得し、システムが定着すれば更新の審査をしなくても良いのではないか。

ＩＳＯ１４００１のシステムを構築しても、組織に定着するには多くの年数がかかります。また、

組織が大きくなればなるほど定着までの時間は長くなります。

しかし、システムが定着し自主的な運営が可能と確認されたときには、それ以後の更新審査は

必要としないのではないかと考えます。

これらの事を認識した上で、特に(4)の問題については、ＩＳＯ規格を考えていくについて大き

な支障となっていることから、当ネットワークでは市町村全域にサイトを広げた場合において、

“ＩＳＯ１４００１のエッセンスを取り込みながら認証取得しないで環境管理する手法はないものか”、

という観点で研究を進めてきました。

２．ＩＳＯ１４００１を認証取得しないで環境自治体づくりをすすめていくには

ＩＳＯ１４００１を認証取得しないで環境自治体づくりを行っていく手法として、次の３つを提案します。

a 自らがＩＳＯ１４００１規格との適合性を決定し宣言する「自己宣言」を用いる。

私たちはＩＳＯ１４００１規格が大変優れた環境マネジメントシステムであり、環境管理を行って

いく上で実行性が高いツールとして認識しています。しかし、規格の有意性を認めながらも、ＩＳＯ

１４００１規格が求める審査は、構築されたシステムが規格に適合しかつ適切に運用されているか

どうかを審査するもので、システムに基づいて行った環境改善や環境保全の「結果」を評価する

ものではないため、あえて審査機関による外部審査を受け認証取得する必要がないのではと考え

ています。ただし、規格適合の信頼性を高めるため審査員クラスの能力を持った職員を育てると

か、先にＩＳＯ１４００１を認証取得し経験の深い民間の人を登用するなどの用意は必要です。特に、

民間の人の登用は市民へのアカウンタビティの遂行に有効です。もし市民参加で行えたらなおす

ばらしいと考えます。（残念ながら、現在のところ日本においては「自己宣言」した自治体はあり

ません。）また、一度ＩＳＯ１４００１を認証取得した場合においても、システムが定着したと確認

された場合、以後の更新審査は必要ないのではないかと考えています。

s ＩＳＯ１４００１規格のエッセンスを既存のシステムに取り込み、独自のシステムを構築する。

ＩＳＯ１４００１が要求しているなかで、「トップダウンによるトップの関与」、「著しい環境側面

の改善」「具体的にすべて文書化する手順の明確化」「訓練、自覚及び能力」「不適合並びに是正予

防措置」「経営層による見直し」など注目すべき要素がたくさんみられるため、既存の環境マネジ

メントシステムに取り入れることも有効です。またその際には、どのようなシステムを構築する

にしてもＰ・Ｄ・Ｃ・Ａサイクルの考え方を是非取り入れる必要があります。

d いくつかの環境マネジメントツールを併用して、実効性のあるシステムとして運用する。

地域全体の環境配慮を進めたい場合、環境基本計画を実行することが効果的です。そして、環
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境基本計画を構築しても絵に描いた餅としないために、別のツールを併用することで実効性を持

たせることができます。（採用が可能であれば、ＩＳＯ１４００１が強力なツールとなります。）

豊中市では、環境基本条例で環境マネジメントシステムを構築し、ローカルアジェンダと併用

しながら市民参加のもと環境自治体づくりを進めています。

また、市民とのパートナーシップを確立し、市民が関与した環境マネジメントシステムとして

全国的にも注目されています。（豊中市が行うシステムについては、講演録の中で紹介しています。）

３．ＩＳＯ１４００１を認証取得しないで環境自治体づくりをすすめていくための提言

a 目的にあったツールを選ぶ

環境自治体づくりを進めていくにあたりシステムが必要ですが、自治体の現状や目標を把握し

た上で、目的にあったツールを採用することが肝心です。特に、庁舎を中心としたエコオフィス

的なものなのか、地域全体を対象とするのかでは用いるツールが異なります。地域全体を対象と

する場合は、環境基本条例や環境基本計画を核とするほうが市民の参加が期待できるため適切な

活用といえます。下表に、環境マネジメントの目的と使いうるツールの例を取り上げました。
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庁舎の環境配慮を進めたい 
 
 
公共事業の環境配慮をすすめたい 
 
 
地域全体の環境配慮をすすめたい 
 
 
 
マネジメントの効率を高めたい 
 
システムの有効性を高めたい 
 
外部／客観的に評価してもらいたい 
 
合意形成を促進したい 
 

率先行動実行計画、環境活動評価プログラム、ＩＳＯ１４００１、 
環境監査、環境会計 
 
環境基本条例、戦略的環境アセスメント、環境アセスメント、 
ＩＳＯ１４００１、環境監査、環境基本計画、環境会計 
 
環境基本条例、環境基本計画、戦略的環境アセスメント、 
ローカルアジェンダ、ＩＳＯ１４００１、環境監査、環境会計、 
環境白書、環境報告書 
 
事務事業評価、政策評価、環境会計、ＩＳＯ１４００１、ＩＳＯ9001 
 
指標管理、環境会計、環境監査 
 
外部環境監査、（ＩＳＯ１４００１含む）、市民説明会、環境報告書 
 
ワークショップ、円卓会議、市民説明会 

環境マネジメントの目的と使いうるツールの例 

 

「自治体の望ましい環境マネジメントのあり方」検討報告書・環境自治体会議環境政策研究所編より引用 

目　的　の　例 使 い う る ツ ー ル の 例  

 



s エコオフィスよりも地域全体の環境配慮を

自治体の環境を考えた場合、庁舎を対象とする場合より地域全体を対象とする場合の方が環境

配慮は大きくなります。これから環境配慮を考えておられる自治体、すでにエコオフィスを完了

された自治体には、是非地域全体に目を向けていただきたいものです。

d 数値目標を設定する　

今回の全国のアンケート調査においても、環境基本計画を策定している自治体の76％が数値目

標を設定しています。あまり大きな目標を設定せずに、定期的に見直しをする形にしておけば運

用がしやすいと考えます。

f 環境監査の充実

ＩＳＯ１４００１が行う外部監査は、ＩＳＯ規格に基づくシステムが適切に運用されているかを審

査するもので、環境配慮の結果を審査するものではありません。

従って、これだけでは住民に対し十分な説明責任を果たしているとはいえません｡ そこでＩＳＯ

１４００１を認証取得しない場合においては、内部監査に加え住民を中心とした監査チームによる

監査を行えば透明性を高め地域住民の理解も得やすいと考えられます。このとき、数値目標の達

成状況などを的確に評価することも大事なことです。なお、監査チームの構成員にはＮＰＯ、コ

ンサルタント、学識経験者、行政のＯＢ、ＩＳＯ１４００１を認証取得した事業所の内部監査員、一

般の市民等が考えられます。また、ＩＳＯ１４００１における審査員クラスの資格を持った職員を養

成することも効果的です。

g 環境報告書を作成する

今回行った全国のアンケート調査において、環境報告書を作成しているのは回答のあった自治

体の約４割で、作成していない自治体の方が上回っており今後の課題として残っています。環境

報告書を作成すれば、地域環境と地域環境の持つ課題を住民に広く知らしめる事ができ、環境政

策の推進に大いに役立ちます。

h 府内自治体のネットワーク組織が必要

国内外において、環境に関する自治体ネットワーク組織がいくつか存在しますが、府内におい

てもこのような組織が必要と考えます。さらに、単なる情報交換の場だけではなく、自治体間の

連携を深め環境政策推進の拠点としてのネットワークづくりが重要と考えます。

※ 環境マネジメントシステムの構築方法については、「自治体の望ましい環境マネジメントのあ

り方」検討報告書・環境自治体会議環境政策研究所編に詳しく書かれていますのでそちらを参考

にして下さい。
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＊＊＊ 広域研究活動記録 ＊＊＊

平成12年７月25日　　　　第１回定例会

・構成員自己紹介及び自然保護に関するビデオ鑑賞

・研究テーマについてディスカッション

平成12年８月22日　　　　第２回定例会

・ 自然保護に関するビデオ鑑賞

平成12年10月24日　　　　第３回定例会

・ 大阪市隣接都市協議会第２回研究会について

・ 講演会について討議

平成12年10月31日　　　　第４回定例会

・ 講演会についての準備作業

平成12年11月24日　　　　第１回講演会主催（参加者：２５名）

・「自治体における環境政策のありかた」について

講演者：豊中市環境企画課　川崎　健次氏

平成13年１月23日　　　　第５回定例会

・ 活動方針の再確認

平成13年５月28日　　　　第６回定例会　

・ 資料の収集について

平成13年６月26日　　　　第７回定例会

・ 文献読み合わせ

平成13年７月30日　　　　第８回定例会

・ 講演会共催について打ち合わせ

・ 文献読み合わせ

・ アンケート調査について打ち合わせ

平成13年９月７日　　　　第９回定例会

・ 講演会共催についての最終準備

・ アンケート調査について最終打ち合わせ

平成13年９月19日　　　　第２回講演会共催（参加者：５７名）

「環境自治体づくりワークショップ」共催

平成13年10月16日　　　　第10回定例会

・ アンケート調査票の回収と集計
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平成13年11月16日　　　　フォーラム出席

・ 環境ＩＳＯ自治体ネットワークフォーラム出席

平成13年11月26日　　　　第11回定例会

・ 広域研究活動報告書の内容の検討と作業の分担

平成14年１月11日　　　　第12回定例会

・ 広域研究活動報告書の整理

平成14年１月25日　　　　第13回定例会

・ 広域研究活動報告書の校正

＊＊＊ 広域研究活動構成員名簿 ＊＊＊

〈構　成　員〉

一坊　達美　　　和泉市企画財政部

乾　　弘志　　　池田市建設部

熊尾　信行　　　東大阪市税務部

森田　　猛　　　堺市企画部（財団法人 堺都市政策研究所）

森田　善一　　　柏原市水道局

山林　右二　　　東大阪市

〈オブザーバー参加〉

三田　　彰　　　八尾市環境部環境政策室政策係
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＊＊＊ 広域研究活動構成員名簿 ＊＊＊

〈構　成　員〉

一坊　達美　　　和泉市企画財政部

乾　　弘志　　　池田市建設部

熊尾　信行　　　東大阪市税務部

森田　　猛　　　堺市企画部（財団法人 堺都市政策研究所）

森田　善一　　　柏原市水道局

山林　右二　　　東大阪市

〈オブザーバー参加〉

三田　　彰　　　八尾市環境部環境政策室政策係

編 集 後 記

広域研究活動報告書 「次世代に向けての環境自治体づくり」、漸くできあがりました。

細やかな報告書ではありますが、広域研究活動構成員の真摯な思考の発露を見るようです。

反省の弁に先立ち各自の念頭にありますのは、何よりもまずマッセＯＳAＫＡ（おおさか
市町村職員研修研究センター）の皆様への心からの感謝であります。担当の朴井様と足立

様をはじめマッセＯＳAＫＡの皆様は、時には厳しく研究活動を督励し、また事務的補助
を遙かに超越した援助を差し伸べられるなど、ともすれば安易に流れがちな研究の針路を

軌道に乗せてくださいました。私達の共通した思いはマッセがあったからこそこうした長

期の自主的な研究ができたものであるということです。

また、多忙のところ私どものアンケート調査にご協力下さいました自治体の皆様、ほん

とうにありがとうございました。この書中をもちまして、お礼を申しあげます。

研究の反省点は多くあり、当初に意図しました国際的（特に欧米ですが）な比較は文献

のリストアップの域を出ないものとなり、語学が不出来であるとこれからの奥の深い探求

は困難であると思い知らされました。ＩＳＯの国際規格そのものが欧米に発信しているも

のですから、彼の地での経験は是非とも検証したいテーマでありました。研究の視角に市

民参加の視点を持つべきでありましたが、若干欧米の動向を論じた程度に終始し、とりま

とめができなかったのも気掛かりでした。環境先進国のドイツにありましても組織された

市民参加は地域から国家までの政策を転換させる力量を持ち、廃棄物零を目標にし、また

原子力発電の廃止を日程に上がらせるなどに止まらず、失われた自然を回復する「再自然

化」に取り組む原動力になっています。また英国では、National  Trustなどが自然保護に
果たす役割は決定的に大きく、産業革命発祥の地で大きく傷ついた自然を保護するのみな

らず歴史的に重要な建築物や庭園の再生にも力点を置いています。米国の数百万の会員を

擁する団体の活動にも興味を引かれます。今後はこうした論点にも配慮した研究を行いた

いものと思っています。

ともあれ本報告書がその一里塚の役割を果たすことができますれば幸いです。
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